
アジア食糧不足国における

食糧生産の可能性と農業開発計画の方向

—南アジアのパイロッ ト・スタディ
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本研究は現在， 食橿不足がますます深刻の度を

深めて， 最も重要な国際経済問題の一つとなって

いるインドを中心とする南アジア諸国の農業問題

と開発の方向を，（1）栄養水準の実状と目標値，（2)

全農 ・畜産物需給予測，（3）農業生産の可能性，（4)

農業部門の投入産出構造（産業連関分析を含む），（5)

農業の投入産出効果（生産関数分析），などの点につ

いて長期的観点から検討したものである。本研究

の担当者は Iが長谷山崇彦， 11が田中拓男である。

この内容は，国連 FAOのIWP(Indicative World 

Plan for Agricultural Development一一世界農業開発

指針計画）に関連して，アジァ経済研究所が1965年

11月～1966年 1月にわたり FAOより委託された

"Methodological Study on Indicative Plan for 

Agricultural Development Applicable for a 

Sub-Region of Asia"（注 1) において，わたくし

たちが行なった研究結果から主要点を選び出して

若干の発展をさせたものである（注2)。

本研究の基本的特徴は， 今までアジア経済研究

所長期成長調査室においてすでに何回か行なって

きた「商品別需給予測」を次の二つの点で発展さ

せたことである。第 1に従来の「商品別分析」を

農業部門の投入産出表に基づいた「マクロ的な構

造分析」に進め，また「ミクロ的な生産関数（投

入産出）分析」を併用し，これをアジア低開発諸国

の中で最も発展している台湾と比較分析をするこ

とにより南アジア諸国における農業生産性向上の

方策を具体的に検討したこと，第2に回帰分析に

基づく従来の需給予測を，「栄養水準目標値の設定

（需要目標値）」と「潜在的生産可能性」の二つの面か

らのアプローチに発展させたことである。本稿の

むすびで， 本研究の結果から指摘される南ア ジア

諸国農業開発の方策の主要点を要約した。

（注 1) 本研究のうち第 1部の 6と第2部は本号に

要約収録されているアジア経済研究所長期成長調査室

の昭和40年度研究報告書 「アジア諸国の域内協力と援

助」 の農業の部に活用されている。したがって，両者に

重複する箇所が生じている点，了承をお願いしたい。本

研究と国連 FAOの IWPについては長谷山崇彦，「国

連 FAOの委託研究〈世界農業開発指針計画(IWP)〉

—南アジアに関する方法論的研究—について」，

『アジア経済』， 1966年5月号を参照されたい。

（注2) 本稿中の統計表は特記がないかぎり筆者の

推計結果に限られ，既刊の原資料の複写は含まれない。

I 南アジアの栄養水準と食糧自給の

可能性（予測と計画目標設定）

1. アジアの食糧問題と南アジアの地位
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食栂問題は多くの低開発諸国にとって共通の最

重要問題であり， これら諸国の経済発展の鍵をに

ぎっている根本問題であることがますます強く認

識されてきている。アジア低開発諸国（ほとんど大

部分の国がそうだが）は大別して，食糧余剰国（ビ

ルマ，タイ，カンボジア，南ベトナム），食枇自給自足

国（台湾韓国，フィリビン，ラオス），食糧不足国

（セイロン，インド，インドネシア，パキスタン），食椙

は本来輸入依存の国（旧マレーシア，香港）の四 つ

に分けられよう。

戦乱その他の特殊事情により若干の変化はある

が，第2次大戦以後の 20年間だけみてもだいたい

以上のことがいえる。 しかしこれらアジア低開発

諸国全体としては食糀不足であり，今後この不足

はますます深刻化する可能性が大きい。このうち

南アジア（セイロン，インド，パキスクン）の不足は

最も深刻である。穀類需給を1959~61年平均につ

いてみると， これらアジア諸国全体で580万トン

の不足となっている。しかし南アジアだけでは624

万ト ンの不足で，輸出余剰国の余剰が加箕される

ため，地域全体としては 580万トンの不足におさ

えられている。つまりその不足はほとんど大部分

が南アジアに集中しており， 南ア ジアを除くと，

アジアの殻類需給は全体として，約50万トンの余

裕をもつ楽観的状態に逆転するのである。将来の

穀類その他食糧の不足の可能性も， その大部分は

現在でも食糧， 栄養不足に悩んでいるこの南アジ

アに集中すると予測される。 したがってアジアの

食糧問題は地域全体としてみれば，南アジアの問

題であるということができよう。

以上の事情を考應して， 本稿ではこの南ア ジア

諸国（セイロン，インド がキスタン）の食稲問題を

その栄蓑水準と結びつけ，（1）それが将来どうなる

のか（予測），（2)また将来どうしなくてはならない
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か（計画目標設定），ということを農業開発計両の進

むべき方向と結びつけて分析した。

2. 南アジアの栄養水準

南アジア地域は東南ア ジア，南アジア，東アジ

アを含む全アジア地域内で最もウエイトの大きい

食福生産国である。しかし年々 2~2.4％の速度で

急増する人口圧力のため， 1人当たり栄裕水準で

は最も低い地域となっている。最新の FA(）やア

メリカ股務省その他の公表データでは， アジア各

国の栄姜水準カロリーは第 1表のとおりである。

しかし，南アジア地域諸国の栄養水準は， 1957~

59年から1959~61年までに， ごくわずかではある

が向上しているように思われる。 しかし先進国の

栄蓑水準（カロリー）―-西ヨーロッパ2910, 東ヨ

ーロッパ ・ ソ連~180, 北アメリカ 3110, オセア ニア

3250―に比べるとかなり低い。もちろん， 栄養

水準と その構成内容は食慣習により， かなり迩っ

てくるので，単にカロリー水準だけで栄養水準を

判断することはできず， たとえば総カロリーに占

第 1表 アジア低開発諸国の栄養水準
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2,030 (1957~59年） 2,080(1960~62年）
1,910 (J 957 ~59年） 2,000(1962年）
1,980 (1957 ~ 59年） 2,010(1960~62年）

2,150 (1959~61年）
2,180(1961年）
2,290 (1959~61年）
2,000(1959~61年）

1,810 (1960~62年）
ー不明一

東ア ジア
｛台湾＊ 2，350(1960~62年）
韓国 12,180(1957~59年）

（出所） ＊FAO, Food Balance Sheets-1.957-59 

average, 1963および FAO, Production Year 

Book 1963のうち邸い数値を選出した。

＊以外は， USDAのデータをとる。



める蛋白源の比率が重要な指標となることはいう 勢を最小自乗法で外挿した。関数型は y=a+bt,

までもない。たとえば南アジアの栄養構成におけ y=ab'(logy=a+blogt)のいずれかを用いた。この

る特色は，穀類が全食料品の中で最も大きい比率 場合，最も軍要な問題は，い時系列的に連続性の

で蛋白質を供給していることである。これは多く ある面租，収最，生産のデータの作成（少なくとも

の先進国において，畜産物からとる蛋白質の比率 過去15年間を 3カ年平均化する），（口）何年から何年ま

が最も大きいことと著しい対照をなしている。 での実績期間を外挿するか，い外挿される趨勢線

しかしいずれにせよ，全世界平均242(）カロリー が国別，品目別の経済的背景（例，股業開発計画，

や低カロリー諸国（極束，近束，アフリカ，ラテン・ア 輸送能力）を説明しうるようにすること，である。

メリカ＿ラフ゜ラタ川流域諸国を除く）の平均値2150

カロリーに比べても， 南アジア地域のカロリーの

絶対水準が低いことは否定できない。

さてこれら南アジア諸国の栄養水準の将来を分

析する場合，

(1) それが将来どうなるであろうかということ

(2) それが将来どうあるべきかということ

以上の二つの而から分析が考えられる。（1)の「ど

うなるであろうか」は将来の「予測」であり，（2)

の「どうあるべきか」は「計画目標」である。

次にこの二つの問題をインドにおいて 1950年以

来行なわれている 5カ年計画の最後の計画である

第 5次5カ年計画の最終年次にもあたる 1975年に

ついて検討してみよう。

3. 南アジアの栄養水準は将来どうなるであろ

うか（予測）一ー全農 ・畜産物の需給予測

この問題の分析には， まず南アジア諸国の全食

料媒 ・畜産物の長期需給予測を行なう必要がある。

ここで用いた全食料農・畜産物の長期需給予測

の方法は次に示されているが， 要約すれば，需要

予測は原則として所得弾性値を用いる慣例の回帰

分析により， 生産予測は過去の実禎趨剪の外挿法

を用いた。

(1) 生産予測の方法

トレンドの外挿法ー「収穫面秩」 x「単位面積当

たり収晶」＝「生産量」として，面租と収批の実績趨

(2) 需要予測の方法

米，小麦全穀類 I 各種雑穀 I その他の
股 ・畜産物一

(1) l人当たり GNPを説1左記の方法でI(1) 所得弾性
明変数とした回帰（時系列）はうまくいか値は，FAOゃ
分析，y=a+bx,logy=a+ない場合が多各産出国の推
blogx, y =a+ blogxの三ついので， 計値を参考と
の閑数型を適用(y=1人当 「全穀類の 1 して決定。
たり需要抗， x=l人当た人当たりの需 D,=D。(1+ 
リGNP) 要品」ー「米， 刀 • g')n . ['

(2)（イ）家計女：出デークによ
小麦の 1人当
「・り需要姑」

(2) 時系列分
るクロス ・セクション分析 -＝「雑穀の 1析も補用(y=a+bt, で，所得弾性値を推叶した
が同一国でもデータにより 人当たり徹要 y=ab') 
各種各様の結果がでてしま 散」とする方法を併用しう。
（口）結局，これらの推計｛直た。
と他の研究機関の推計イ直を
比較検討して，輸出国，
輸入国，自給自足国の 3グ
Iレープ別の所得弾性値を選
出した。
需要推定式は， 1）l=D19
(1 +1J •g') n. P(D,, D。=t年
次と基準年次の盆要凪，Yl＝
所得弾性値， g'=1人当た
り所得年成長率，？l＝年数，
P＝予測年次(t)の人口指数）

(3) 1人当たり消投砧の
趨勢分析（関数型はy=a+
bt, y=ab', t＝時間）
(4) 基準年次の 1人当た
り消殺批をコンスタントと
仮定して人口数に釆ずる。
できるだけ(1)によったが
(1)がうまくいかぬ場合は
(2), (3)を併用した。

(3) 全農 ・畜産物需給予測の結果

（注） 叩要予
測に用いた人
1-1, GNPの
予測値は，『ア
ジア経済』，
1965年7月号
（特集号「アジ
アの経済成長
と域内協力」）
51ページの第
2表を参照さ
れたい。

この詳細は第5表～第 18表に示されているが，

第2表に要約したように南アジアの主要食料産物

は砂糖を除くといずれも 1975年までにその不足が

非常に大きくなってくる。
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品

第2表南アジアの主要食料需給バランス

（単位： 1000M.T.) 

目 ー195?～61平均| 1975 
米 -1,195 -5,494 

小 麦 -4,984 -8,010 
トウモロコシ -94 -515 

全その他穀雑穀類 -21 +323 
-6,294 -13,893 

豆

［ 
-1,297 -7,674 

ィ モ -46 -115 
砂 -103 +2,327 
卵 -5 -98 

食用油脂 +375 -35 

(4) 栄養水準の予測

さて，「将来の栄養水準がどれだけになるか」と

いう推計は不足を補うために「将来どのくらいの

輸入が可能であるか」ということにかかってくる

が，輸入は国家の政策により大きく左右されるの

で，この予測は大変むずかしい問題である。 この

場合，国内生産だけで人口を蓑うと考える場合と，

需要予測で予測された需要贔が全部みたされるも

のと考えた場合に， いったいどの程度の栄養水準

になるであろうか—を推計するのが一つの方法

であろう。

もちろん，この推計には精米換算率， 粗糖換算

率，油脂換算率， 純人間消喪最と総消喪量との差

額にあたる中間消費率， ストックの比率など各種

の算出比率のきめ方しだいで若千の差異が生じて

くるが，筆者の推計によると， 1975年の南アジア

の1人 1日当たりの栄養水準は， その需要予測値

が完全にみたされたと仮定した場合次のようにな

る（この推計表の詳細は紙数の関係で省略）。

この栄養水準予測値は栄養学上指摘されている

栄蓑水準目標値 (FA0の研究では2310カロリー，イ ン

ドの研究では2370カロリー）に比べる と，イ ンドの予

測値 (2366カロ リー）はイ ンドの目標値とほとんど

一致する。 しかしセイロン，バキスタンの予測値

はいずれも目標値よりも低い結果となることがわ

かる。

すでに述べたように， これらの予測値は「需要

予測値がすべて充当された場合の水準」を示すも

のであり， 現実には需給バランスの差額が示すよ

うに，砂糖を除くほとんど大部分の主要食料（股・

畜産物）は非常に不足すると見込まれているの

で，もしこの不足が輸入か， 外国援助の形で充当

されないかぎり， ］975年の 1人当たり栄養水準は

当然，現在 (1959~6L年）水準より低下するであろ

゜
;？ 

4. 南アジアの栄養水準は将来どうあるべきか

（計画目標設定）

以上に述べたことは栄養水準の「予測」である

が，次に栄養水準の「計画目標の設定」を行なう。

この方法は次のとおりで， 南アジアの栄蓑水準目

標値は 1人 1日当たり 2370カロリーとして，各品

第 3表 南アジアの 1人1日当たり栄養水準（実紺と予測）

力 ロ リ 蛋白質（V＝植物性，A＝動物性）（g) 脂 肪 (g) 

国 名
1957~59* ¥ 1959~61 ¥ 1 9 7 5 1957 ~59* J 1959~61 I 1 9 1 5 1957 ~59* i 1959~61 i 1 9 7 5 

セイロン 2,030 2,099 2,179 44 8(V37 ) 46（買）47(X翌） 45.1 39 49 
A 8.8 

イ ン ド 1,910 2,034 2,366 50 8(VA 44 68 ) 54(VA 48 6) 64(X号） 26.6 27 35 

パキスタン 1,980 2,025 2,261 46 (V38.7) 48(VA39 ,） 56(V 41) 22.2 23 36 
A 7.3 Al5 

（出所） 筆者の作成した食料バランス表より要約。ただし＊は FAO,Food Balance Sheets-1957-59average, 

Rome, 1963より。
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目別割合を栄養学的に決定し， それをベースとし ただしこれらの数値は栄蓑水準目標値に基づく総

て， 1975年の品目別総需要紐を推叶すると第4表 必婆駄だけであり，農業生産の変動に対処するに

のとおりとなる。 卜分な余裕のある在庫分を考慇して， 上記の数値

,i l•両目様の設定による ，;I，演要推，1 1 · (1975年） よりも多めの牛廂目標値を設定することが望まし

各種穀類 I その他の股 ・俗廂物 いであろう。

栄養水準目椋値を設定し．（1人l|l‘1,1たIJ2:l70カロリー）

栄養学的に決定した品 Fl 別摂取比半により品 R 別必~/,'；駄

（糾；要n椋値）を考える。

各穀類間の品目別配分は便

宜上，基準年次 (1959-61

年平均）の比率を用いる。

3カ国について共通にいえることは，動物性蛋

白源の摂取最（目標値）が現在水準よりも非常に増

大することである。インド，セイロンについてい

えることは，食糧不足国の典型的例として食糧

（特に穀類）摂取最の目標値が現在水準よりも高く

なることである。パキスタンは食椋不足国である

が穀物の 1人当たり摂取拭 (19.59-61年平均の1人

当たり摂取拭は約164キログラム）に関するかぎり，

すでに栄養学上は十分な水準に達しており，保健

上望ましい栄養水準の上からは， これ以上穀類の

1人当たり摂取紙を増大させることは 必要とは思

われない。

栄姿水準目標値に基づいて推計した 1975年の需

要予測値は， そのまま本分析における食料牒 ・畜

産物の生産目標として適用される。 この内容は第

4表のとおりであるが， 内容を要約すると次のと

おりである。 1975年の南アジア全体の生産目標値

は，米6690万トン， 小麦2776万トン， トウモロコ

シ674万 トン，雑穀275万トン，以上全穀類で 1億

2899万 トン。豆類3260万トン，イモ類1461万 トン，

砂糖（粗糖換箕） 1547万 トン，野菜 ・果実4297万 ト

ン，肉類258万トン，魚肉516万トン，卵86万トン，

ミルク6493万トン，油脂602万トン以上である。

5. 栄養水準目標値に基づく全農・畜産物需給

予測

栄投水準日棟値に晶づく 需要目標値と生産予測

値との需給バランスは第5表～第 18表（盆要目標

値は各表の(n))に示されている。その内容は次の

とおりである。

(1) 需給予測の方法

生産予測値は， 3の需給予測で推計されたもの

と同じ予測値を適用している。 しかし需要予測値

は， 4の計画目標設定で推計された「需要目標値」

を適用 している点， 3の僑給予測とは根本的に異

なる。

(2) 結果

（イ） 米（第5表）

米はインドについては 1960年に48万トンの不足

をみたが， 1960~75年の生産成長率を2.8%，需要

成長率2.4％を上回り， 1975年には234万トンの余

剰を生ずるようになることは特に注目に値する。

パキスタン， セイロンについてはいぜんと して

術要成長率が生産成長率を上回 り，1975年にはセ

イロン114万 トン，パキスタン298万トンの不足と

なり ， したがって域内全体では 178万トンの不足

となる。

（口）小 麦（第6表）

純輸入国のセイロンは別として， ィンド，パキ

スタンともに 1960~75年の生産成長率が需要成長

率を上回り，不足は 1960年よりも大きく減少して

いる。

1960年の498万トンに対し， 1975年には336万ト
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第 4表 栄養水準目標値と食料農 ・畜産 物

ミ
品目 全穀類豆 類イモ類砂 糖

（分蜜糖と含蜜糖）
年J人当 年1人当 年1人当 年1人当
たり必需年総必需贔たり必需年総必需量たり必需年総必需量たり必需年総必需量

国名 ～ 量 (kg) 量 (kg) 量 (kg) 量 (kg)

1959 L,428 66 334 209 129.9 (i. 0 :10.4 18.9 セイロ ン ～61 I j L, J .~/ I (L,616)1 "・" I (418) I ,JV.<t I (187) I JO.., I (198) 
1975 I 147 I 2,483 I 38 I 642 」7 I 287 I 1 s I J04 

1959 71,408 12,499 5,782 6,864 114.4 25.3 l l. 7 1 3. 5 イ ン ド ～（11 I ,.,..,_.,, I (72,680)1 ~., . ., I (18,788)1 LJ.'I (8,405)1 J,).,_, I (8,900) 

1975 I 147 I 102,378 I 38 I 26,465 I 17 I 11,840 I 18 I 12,536 

1959 16,896 796 741 1,115 163.8 7.7 7,2 パキスタン ～61 I .lUJ.O I (15,960)1 '.' I (4,126) I ',,,, I (1,846) 21.6 (1,954) 
1975 I 147 I 21,470 I 38 I 5,550 I 17 I 2,629 I 18 I 2,629 

（注） かっこ中の数値は1960年次の人口にこの 1人当たり栄養水準目標値を適用して推計した必需量。

（出所） 1人1日当たり栄養水準目標値は Instituteof Agricultural Research Statistics, A Plan for Jmpro-

量と総消費量との間の中間ロ ス率をインド12.5%，その他10％として，次の1975年次の人口予測値を用いて推計

ンと若干緩和される（需要の所得弾性値により推定さ

れた需要予測値では， 1975年の不足が880万ト ンになる）。

い） トウモロコ シ（第7表）

需要の所得弾性値で推定した値と大差なく， 域

内全体のバランスは 1960年に一10万ト ンでだいた

いバラ ンス していたが， 1975年には一63万ト ンと

なる。

（二）雑穀 類（第8表）

全体としては需給がほぼバランスしている1960

年よりも不足が20万程度増大するが需要の所得弾

性値で推定した予測値と大差はない。

困全穀類（上記（イ）～（二）の合計ーー第9表）

セイロンは 1960年の一80万トンから1975年には

-70万トンとなり，パキスタンは1960年の一120万

トンから1975年の一400万トンとなる。しかしイン

ドは 1960年に 430万ト ンの不足をみたが， 1960~

75年の生産成長率2.8％は需要成長率2.4％を上回

り， 1975年の不足は18万トンと大きく減少する点

特に注目される。 域内全体の不足では1975年には

-600万ト ンで1960年の一630万ト ンとほぼ同じ程

度に押さえられる。
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バ豆類（第10表）

1960年には域内全体で 130万ト ンの不足だが，

1975年には1500万トンの大量不足になる。 これは

栄養水準目標値において豆類を域内の重要な蛋白

源として考えているからであり ，穀類不足の緩和

を豆の不足が大きく相殺してしまうことになる。

特にインドについてはこのことがいえる。

（卜）イ モ類（第11表）

イモ類は域内全体で 1960年に5万ト ンの不足で

あったが，1975年にはイ ンドのイモ類は需要が大

幅にふえるため560万ト ンの不足とな る。

田砂糖（第12表）

1960年に域内全体で10万トンの不足だったが，

1975年にはインドが 225万トンの輸出量を持って

いる。パキスタンは 8万ト ン程度の不足で， 非生

産国のセイロンの輸入必要量30万ト ンを含めると

域内全体で 1975年には 167万トンの輸出余力を持

っ。

（リ） 野菜および果実（第13表）

域内全体では回帰分析による需要予測値よりも

栄養水準に基づく需要予測値による需給バランス



の必福批 (1975年） （旧位：特記なきかぎり 1000M.T.) 

」匝墜，果 実 肉 類仇 肉 卵 ミルク 油 ）I旨 1フ□：
年1人当I 年1人当I 年i、人叫 年1人当 ー・イ・|-：1人当I 年］人当 I~ 当 た
たり 必'1~i年総必術 年総必盆1l?i 且年総必需”. 年総必術 年総必需 年総必

r9) _9T． たり 必需1国． たり必，1,了 J． たり 必需 m． たり必‘諮口． たり必術 りカロ
~k (kg)阜 払 (kg)"し hk (kg)伽 恰 (kg)19I上 ！it (kg)|且L ht (kg) ？桔姑リー

I 501 I n,,I 25 I ,.,.I 93 I , n I 11 I 

44.7 (550) 2 :} (33) 6 (i (66) 1. （） （l l) 1 2 :｝ （も篇） 4.6 得） ． 
50 I 845 I :~ I 51 I (i I JOI I l I J 7 I 7:1 I I, 23::l I 7 I 1 I 8 I 2. 370 

. - --
I ... 
4. 5 1. 5 

62(i l,（）06 1 J(） 19,758 2,474 

I 
(24,72J) （1,483) 2. I (2,867) （） 2 (494) 4(） （） (:•i(i,09:l) 5.01 (3.46J) 

50 I :~4 ,8231 3 I 2,089 I 6 I'1,179 I 1 I 696 I 73 I 50,84L I 7 I 4,875 I 2,::170 

2 8. 2 3. 6 
371 264 22 16,346 

(5,429) （326) 3 J (651) 0 21 (J09) 61 6 (7,926) 2 9 尻腐
501 I 7,3031 3 I 438 I 6 I 876 I 1 I 146 I 73 110,662 I 7 11,022 I 2,370 

vement of Nutrition of India's Poj,ulation, April-June 1964, New Delhiよりと る。総需要品は純人間消骰

した。セイロン1520万4000人，インド 6低0931万7000人，パキスタン1億3146万2000人。

のほうが1975年には不足量が増大する。

図肉，魚，卵，ミルク，油脂（第14～第18表）

畜産物と魚の場合は予測値よりも栄姿水準目標

値に基づく需要推計値のほうがはるかに上回る点

注目される。 これは栄養水準目標が従来の穀類中

心主義の食事構成から動物性蛋白賀に対するウエ

イトを増大したために当然生じた結果である。

生産データがないので，肉， 焦， ミルクに関す

るは っきりした需給バランスは不明であるが， 卵

については域内全体では 1960年の一5000トンから

1975年ー64万3000トンに達すると推定される。こ

のように肉， 魚，卵， ミルク等動物性蛋白源の域

内不定拭は大幅に増加すると推定される。油脂に

ついては，先に述べた動物性蛋白源と同様に，栄

養水準目標値に基づく需要推計値は「予測値」を大

幅に上回り，その結果 1960年には域内全体で37万

4000トンの輸出余力を有したが， 1975年には域内

全体で逆に 83万2000トンの不足を生ずることにな

る。

叫総括

以上の結果を要約すれば， 要するに栄蓑水準目

標値に基づいた 1975年の需要推計値は，需要の

所得弾性伯に加づいた1975年の「予測値」より も

穀類については不足品が減少し， インドのように

ほとんど自給自足が可能となる国も生ずる。しか

し重要な祖白源である豆類の不足は需要の所得弾

性値に屈づく推定値よりもその不足が大幅に増大

する。イモ類についても同様な現象が見られる。

特に動物性蛋白源である肉， 魚，卵，油脂等につ

いて栄養水準目標伯に基づく需要推計値が需要の

所得弾性値に基づく予測値を大幅に上回ることで

ある。

また， すでに述べたが本研究では総希要推計に

用いた中間ロス率（種子，飼料，工業用，在庫分，減

耗分）を過去の研究結果により 12.5%と仮定して

いる。 しかし栄養水準目標により畜産物の需要が

著増する結果， 飼料用穀類の需要が増大して穀類

の余剰を相殺する可能性が大きい。現在，南ア ジ

ア諸国では人間用食糧不足の事情もあり， 飼料に

関する研究と政策は不十分のようで， 本研究でも
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この点を再検討する余裕がなか った。しかし， 今

後， この点からの術給バランスの再検討を予定し

ている。 いずれにせよ上にみた とおり南アジアの

食料農・畜産物の需給の見通しは， 「予測」 にお

不足が生ずると考えられる。ではいったい南アジ

ア諸国はその典業生産力をフルに活用， 開発した

場合にはどこ まで生産を増大しうる潜在力がある

であろうか。次にこの生産の可能性について分析

してみよう。いても， 「目標」においても，全体として大きな

第 5表 米（梢米換箕）の需給バランス表 （単位： lOOOM.T.) 

＼＼ 生 産年成長率
、 精米換算（複利）術 要

年成長率（複利） 、
（％） 

ノ、 ランス
年 （もみ換節） （％） 
次 1960 1960 | 1 1960~7511960~75 1960 叫＼ （1959~ 1975 1960~75 1959~ 1975(I)1975(ll) （I) （ll) 1959~ 1975(I)11975(ll) 
61平均) _|（印平均）予測値1目標値 予測値 1目標値 (61平均） 予測値 I目標値

-7531 -1,137 セイロ ン 579 993 
3 7 1,102.3 1,746 2,130 3.1 4.5 -523.3 

(852) (1,461) 

イ ン ド 34,158 52,000 2 8 34,635 I 53,702 49,657 3.0 2.4 -477 -1, 702 +2,343 (50,232) (76,470) 

パキスタン 10,562 12,212 1 0 10,756.815,250 8 15,194 2 4 2 3 -194.8 -3,038 8 -2,982 (15,532) (17,968) I I 

計
45,299 65,205 | | 
(66,616) I (95,899) 2.5 46,494.170,698.Si 66,981 I 2.8 I 2.5 l-l,195.ll-5,493.81 -1,776 | | 1 

（注） （I) 回帰分析によ る予測値およびこれに基づくバランス。

(11) 栄養水準目標値によ る術要（＝生産）目標値と これに払づくバランス。

第 6表 小麦 （小麦と小麦粉ー小麦換節）の需給バランス表 (lli．位：lOOOM.T.) 

生 荏 年成長率
年成長率（複利） バラ ・ン ス（小麦と小麦粉） （複利）術 要 (%) 

年次 ―ブ ト麦換符 パ％し
1960 1960 | 1960~751960~75 1960 1975 1975 1975 (I) I 1975 (IT) 

名 ) |（6l平均） 予測値 目標伯 1→贔払 I目（品箪（認塁ら）立贔｝直 R（翡薗＿国 ＼ （1959~ 1975 1960~75 1959~ 
.l¥61平均

セイロ ン ― - - 2961 468.81 5711 3.11 4.51 -2961 -468.81 -571 

イ ンド 10,4251 18,2981 3.81 14,082:24,9氾 8120,1971 3.91 2.41 -3,657[-6,640.81 -1,899 

パキスタン 3,9061 6,1011 3. 01 49,3811 7,001.01 6,9891 2. 41 2. 31 -1,0321 -900 I -888 

I 計 14,3311 24,3991 3.61 19,316:32,408.61 27,7571 3.sl 2.41 -4,9851-8,009.61 -3,358 

（注） （l), (II) 第 5表の（注）に同じ。

＼生次 1960

国名 ＼ （靡;)¥
セイロン

インド

パキスタン

， 
4,118 

483 

第 7表 トウモロコシの需給バランス表 （単位： 1000M.T.) 

年成長率
産（複利）需 要 年成長率（複利） 、 一

ノヽ フ ンス
（％） 

（％） 

1960 
1975 1960~75(1959~)1975(I) 1975(II) ( 

1960~751960~75 | 
I) I (II) 11960平均 1975 (I) 11975 (II) 

61平均予測値 目標値予測値 目標値 1 予測値 目標値

171 4.31 91 171 171 4.31 4.31 01 01 0 

5,5171 2.01 4,2191 5,9351 6,0591 2.31 2.41 -1011 -4181 -542 

5781 1.21 4761 6751 6681 2.41 2.31 71 -971 -90 

計［ 4・,6101 6,ll21 1.9: 4,7041 6,6271 6,7441 2.31 2.41 _ -941 -5151 -632 
（注） （I), (II) 第 5表の（注）に同じ。
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第 8 表 雑穀の甜給バランス表 (iji位： 1000M.T.) 

年成長率
産（複利）需 要

年成長率

（％） 
（複利）（％）
バランス

1960 1975(I)I 1975(II) 
1960~11960~1 1960 I 1975 

1975 11960~75;m:~)予測値 目椋値 75(I)75(II) (1959~) （I) 
1975(Il) 
目標値

1 61平均 予測値且標値団平均予測値

2il 2 i I I I I I 
30 2.4 211 35! 411 3.51 4.6: 0 -5 

t月15,714 22,240|22,495} 2 3-18l 

3,3571 1.31 2,7591 3,881 
26,4651 2.31 2.41 01 -5241 >-so 

26,3851 2.41 18,4731 26,1211 3,970 
2.31 I -181 +2641-61 

432' 1.711 I I s11 

雷I t i]725808 2191}1,002 0.7 2 2 -3 +638' -130 
872 

27,287: 2 4| 19,21り[2(），96421 27,508□ 31 2 4! ―叫＋3228 1 
（注） M=ミレット， S=ソルガム， B=大友。

(1), (II) 第5表の（注）に1五Jじ。

第 9 表 全投 加 の鼎給バランス K

-11 

-221 

（単位．： l（）（X)M. T.） 

国

I崖 年成長・辛
（複利）（％）

';/:,:要

1960 
1 9 7 5 1960~75 (1959~61) 11975(I)予測値[1975(II)目標値

平均 1 1 

1,040 I 3.6 I 1,428.4 I 2,266.8 I 2,758 

102,200 I 2.s I 71,406 I 110,696.8 I 102,378 

15,673 I 19,763 I 1.6 I 16,895.8 I 23,931.9 I 23,853 

竺438 123,003 | 2□ 8竺゚ 2l 136,895 5 | 128,989 
栄養水準目標値を1960(1959~ 

年成長率（複利） （％） バ ラ ン ス 61)年の人口に適用した場合
年 の需給バランス

国名次 1960~75(I) 1960~75(II) 1 9 6 0 1975(l) ］975(II) 1959~61の
予測値目標値（靡ら）予測値 ＼H標値需要 失晨匁の

セイロン 3.1 I 4.5 I -819.41 -1,226.81 -1,7181 1,616 I -1,007 

インド 3.0 I 2.4 I -4,2501 -8,496.81 -1781 72,680 I -5,524 

パキスタン 2.3 I 2.3 I -1,222.81 -4,168.91 -4,0901 15,960 I -287 

計 | 2.9 I 2.4 1-6,292.2[―13,892.sJ -5,9861 90,256 I -6,818 

ーI

生

次

名

l 9 6 0 
(1959~6l) 
平均

セイ

ィ ン

ロ ン

ド

パキスタン

609 

67,156 

,
1
 
i-rn
 

＼ 

（注） （I), (II) 第5表の注に同じ。
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第 10表

国
年 次＼ 

名

生 産

1960 
(1959~ 
61平均）

1 9 7 5 

豆類の需給バランス表

1 9 6 0 
(1959~)1975(I) 
61平均 予測値

年成長率
（複利）（％）

1960-75 

(lii位： lOOOM.T.) 

霊 要

1975 (Il) 
目標値

セイ ロ ン
乾 豆 類 2 4 4 7 66 102.5 642 
イ ン ド

全 豆 他類） 11,265 16,605 2.6 12,499 23,932 26,465 (gram, tur，その
パ キスタン
乾 豆

68383rl 97 124} ひ よ ‘ 豆 776 1,004 1.5 796 1,252.6 5,550 
レ ン ズ 豆 76 104 

〗
い

一

一ー

類
即の

ン

ド

そ
ン

1

.
L
.
↓

し
ク

’
↑
,' 

，
 
,i
 
L
 

ー

汁

夕

＇

口

ー

し
ス
‘,
 

ン

(

r

a

キ

＂也

全
に

乾

ひ

レ

一
セ

（

パ

lL| 
次

9
9
 

知

よ
ン
）ズ

9, 1 

12,064 I 17,613 I 
，，ド成鼓 平（複利）（％） 

3.0 

4.4 

19(i(）～75 
(IJ) 
11＿揉値

16.0 

5.1 

゜
じ~ -＇ ＇ 

と

ー

ヽ
'・
注（
 
の

3

-
，
 
長5
 
第

ー

、ー‘
,

．．．．． 

I

I

 

n
 

,J'`一
，＇

、,'‘
`，
 

、̀
j
ー、,'‘‘

:.1.1 14.0 

6
 

2.6 

I 9 fi 0 

(1959~ 
(i l‘I’・均）

-64 

-l,234 

I l 

ラ ン

l
値
双
測
7
 
団

r

I 13,361 1 25,287.1 1 :12,657 

栄袴水準 II標値 を1960
(1956~（うl)年の人11に適用
した場合の需給バラ ンス

1959~61の
,;l，｝ 災 生産との

バランス

-98.5 

-7,327 

- ~48.6 

ス

闊訳椋7 9ー

-l,297 | □7 ,67~ 

-6:38 

-(J,860 

-4,546 

418 

18,788 

4,126 

-416 

-7,523 

-3,329 

-15,044 | 2J,3J2 -| -丁l,268

（注）

第 11表 イモ類の需給バランス表

年成長率
（複利）（％）

1960 
1960~75 (1959~） | 1975(l) 1975(Il) 

61平均
予測値 1-1標値

（単位：1000M.T.) 

且

年
次

名
セイロン
スイ ート・ボテト
キャッサバ

インド
〇

ホテ ト
スイー ト・ボテト
キャッサバ

パキスタン
スイー ト・ ボテト
ポ テト

‘,
1
1
 

0
～
均

69.’
1
 

5
可
1961 
，
 

一ー（

生 産

1 9 7 5 

術 要

、1
|
，

、

688214889 

｀

、
4

5

 

4
3
 
2
 

9

9

9

 

2
1

1
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0
9
 

0
0
1
 

7
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2
 

9

9

9
 

4
1
2
 

ー

，
 

7
 ，
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第11表ー 2

＼ 

国
次

F
r
 

／

上

名

年成長率（複利）（％）

1960~ 1975 I 1960~75 
予測値（ I) 目標値(11)

ノ‘ ーフ ン ス

町
値
双
標暫1値誓19予‘‘_l 

0

～均
6
5
9
平
9

1

 

，
 

l
1
6
 

1
ー

＼

栄養水準目標値と 1960
(1959~ 1961)年の人口に適
用した場合の需給バランス

1959~61 
需 要 生産との

中一

ハフンス

セイロン
スイート・ボテト
キャッサバ

イン
ホ
。 ド
テト

スイート・ボテト
キャッサバ

パキスタン
スィ ート・ポテト
ボテト

;¥I・ I 2.6 

2.9 0 85928 -55 +93 323 187 +92 

2.6 4 9 +9 +164 -4,212 8,405 -2,614 

2.8 8 4 

゜
-372 -l,728 1,846 -1,105 

5.2 I -4(i I -115 I -5,617 I詞，438 1 -3,627 

（注） （I), (Il) 第5表の（注）に[,ijじu

第 12表 砂朝の湘給バラ ンス K (Iii i立： lOOOM.T.) 
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G
 

ン

ド

ン

ン

ド

ン

．
 

次

夕

ロ

夕

ロ

1
1
1

ン

ス

計

付

名

ン

ス

イ

ィ

キ

且

キ

°、

セ

イ

バ

セ

イ

ノ

な
生

国
次

名

叉

t-s
n
 

要

I 97!'i (I) I l 975 (a) 
-f，測値 I―1標値

335 

5, 091 } 
7,116 
12,207 

428 z,6m 2,4731 2,629.0 

15,0151 15,469 

栄養水準目標値を 1960
(1959~61)年の人口に適用
した場合の需給バランス

1959~61の
術 要生産との

バランス

-3041 1981 -198 

+2,2541 8, 9001 -1,900 

-771 1,9541 -869 

+1,8731 11,0521 -Z,967 

304.0 

12,536 

（注） R＝桔糖(refined) G=グル。 (I), (II) 第 5表の（注）に同じ。
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（単位： 1000M.T.) 

＼ 
年＼＼～

国次

名 ＼＼

生

1960 
(1959~ 
61平均）

第 13表 野菜・呆実の需給バランス表

産
年成長率
（複利）（％）

需

1960 
1 9 7 5 1960~75 (1959~ 

61平均）

要

1 9 7 5 1 1 9 7 5 
予測値（ I) 目標値(II)

セ ィ ロ ン V 435} 442 12. 2} 
V 486} 501 呼｝ 845 

F 7 F 15.4 

イ ン ド V -} 二｝ V -｝ ― 3,743} 34.823 
F2,173 F2,237 

パキスタン Vl,523} 2 512 
l, 535} 

V -} - 2,950} 4 886 7,303 
F 989' F 1,003.2 1,936' 

圭
μ -I ―| ~

 
~
 ―i 42,971 

＼、 年成長率（複利） （％） バ

I且什・次 l960~75 19珈）～75 一 了t)6 0 

名 ＼ 予測値(l) 1=1標値(ll) （闘翌え）

栄簑水準再―標値を 1960
ラ ン ス (1959-61)年の人口に適用

した場合の需給バランス

1975 I 1975 
1 9 59 ~ 6 l q :. 

-f＇梱l｛直(l) Hわ農イ直(I]) 紐｝・ 災 の生韮とのバランス

セ イ ).1 ン 3, 5 V -51} 550 -108 F -8.4 -59 

ィ ン ド V -} 24,721 ―F -64 ― 
パキスタン V -} 5, 429 -2,917 

F 」42 

;;1 -I ―l :m, 700[ 
（注） V＝野菜 l三 呆尖 (I), (II)第 5表の（注）に1,;Jじ。

第 14表 肉類 の t1,t給バ ランス表

産 年成長 率
（複利）（％）

需

1960 
1 9 7 5 1960~75 (1959~ 

61平均） 
261 0.51 251 41 

6261 1,151 

3851 0. 21 3711 9111 438 

I I ... I 1,022J 2,103I 2,578 
~ =― 

栄養水準目標値を 1960
バ ラ ン ス (1959~61)年の人口に適用

した場合の需給バランス

1960 1975 I 1975 
1959~61年

(1959~） 予測値（ l) 目標値(II） 需 要 の生産との
61平均 バランス

セイロン 3.41 4.91 -11 -151 -251 33 

インド 4.11 841 +11 ..,1 ..,1 1,483 

ノ、キスタン 6.21 1.11 ol -5261 -501 326 

叶 4.91 641 o] - ... J... I 1,s42 

‘¥  

国

年 ～
次

名 ＼

生

oi叫
t

認
渾
l
l
6
 

（
 ィセ

イ

ロン

627 
(1957 ~59) 

スタン 3711 

計- 1 1,022 

年 ‘
年成長率（複利）（％）

ヽ

国 ＼次 1960~751960~75
名 ＼＼ 予測値（ I) 目標値(II)

パキ

ン

（単位：lOOOf¥LT.) 

要

1 9 7 5 
予測値(I)

1975 
日椋値(n)

51 

ド 2,089 

-9 

-856 

+45 

-820 

（注） （I), (II) 第 5長の（注）に同じ。
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‘̀ ヽ

生
年 ～
次 1960

国
名 ＼
¥ (1959~ 

61平均）
セイロン F 41 

厨竺｝ 47

インド 1,016 

パキスタン 228 

計 1,2911

年成長率（複利）（％）

年次
1960~75 I 1960~75 1 9 6 0 

旧 名， 予測値（ I) 目標値(II) （悶盟；；；）
セイロン F 0 

3.2 0. 6 D.S -42} -46.．．．．．  
C -4 

イ ン ド 3.51 10.01 101 .. . 

バキスタン 5.91 8.31 -361 .. . 

4.11 9.31 -721 -・・I ・・・I 

第 15表 魚糊の需給バランス表

産
年成長率
（複利）（％）

需

1 9 7 5 I 1960~75 1960 
目標値 (1959~ 

1975 
予測値 61平均） 予測値(I)

F 41 

・・・I ・・・lg-s ~} 931 150 C 4 

・・・I ・・・I 1,0061 1,698 

・・・I ・・・I 2641 627 

I ・・・I 

き
＂

（単位1000:M. T.) 

要

1975 
目標値(II)

101 

4,179 

876 

2,4751 5,156 

栄養水準目標値を 1960
ラ ン ス (1959~61)年の人口に適用

した場合の需給バランス

1975 I 1975 1959~61年

予測値(I) 目標値(II) 需 要 の生産との、一ノヽ フンス

661 -19 

2,8671 -1,851 

6511 -423 

3,5841 -2,293 

1,363 

＼ 

バ

（注） F＝冷凍魚， D.S＝乾魚 ・塩魚， C＝かん詰魚 (I), (Il) 第5表（注）に同じ。

第 16表 卵の需給バラ ンス （単位： 1000M.T.) 

で-‘

生 産 年（複成利）長（％率） 需 要
年 ヽ

ヽ
次 1960 1960 I 1975 I 1975 国 (1959~) 1975 1960~75 (1959~) 

名 61平均 61平均 予測値（ I) 目標俯(II)
ヽ

セ イ ロ ン 10 11 0.6 11 19 17 

イ ン ド 106 175 3.4 110 229 696 

パキスタン 22 30 2.1 22 66 146 

ti・ 138 | 216 1 3.0 1 143 I 314 | 859 

栄（養水準）目年需標給の値人バを口ラ1960 年成長率（複利）（％） ノミ ラ ン ス 1959~61 に適
年 ヽ 用した場合の需 ランス

次 1960~75 I 1960~7 5 1960 1975 I 1975 
1959~61年

国
名 ＼＼ 予測値(1) 目標値(II) （靡ら） 予測値(I) 目標値(II)

需 要 の生産との
バランス

セ イ ロ ン 3.7 2.9 -1 -8 -6 11 -1 

ィ ン ド 5.0 13 -4 -54 -521 494 -388 

パキスタン 7.6 13 

゜
-36 -116 109 -87 

可"• 5 4 | 13 -5 I -98 I -643 1 614 1 -476 

（注） （I), (Il) 第 5表の（注）に同じ。
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第 17表 ンス表 （単位： lOOOM.T.) 

ミ

国

年 ‘‘‘—
、次

＼ 名

生 産

1960 
(1959~ 
61平均）

1975 

ミルクの需 給バラ

年成長率
（複利）（％）

1960~75 

需 要

。7幻認渾
1
1
6
 

1
ー

＼

1975 
予測値(I)

1975 
目標値(II)

セ ィ ロ ン M 
118} 118 157J 

M 1.9 
M ll8} 242 9} 

157 4.12 122 7.11 250 1,233 
C (co. 4) (CO 7) 

イ ン／ ド Ml9,7~} Ml9,755} 61,288 
C 19,718 ... ・ ・ ・ 2 06 19,758 50,841 

(CO 2) (C0.4) 

パキスタン M 6,341 ... ・・・M 6,346 16,115 12,853 

一w.
11 

‘‘,'’
 

5
ー

-
7
 

i
~、,`‘
0
値
96
測

-
l
予

＼
 

＝＿
 

26,177 ・I 77,6531 64'927 

栄投禾準百標値を1960
(1959~61)年の人口に適月j
した場合の需給バランス

1975 I 1975 
1959~61年

予測値（ I) 目標値(II) 需 要 の生産との
バランス

.．. I -- 26,2261 
--

国

年 次

ヽ
0
～
均

6
9
平

-9
9
5
1
 

-1
1
6
 

1
ー

＼
、ll'
7511 

～
（
 

0
値
96
標
ー
目

年成長半（複利）（％） ノ＜ ーフ ン

セ ィ ロ ン

｝゚4.9 17.0 -4 -93 
-4 1 

イ ン ド -37 } 
7.8 6.5 -40 

-2 1 

パキスタン 6.4 4 8 -5 

ス

-l,076 803 -685 

36,093 -16,375 

計
I 
5. 0 | 6.2¥ -491 ·• ·I 

... I 1,9261 -1,585 

• 9 -I 44, 822| -1 8, 645 

（注） M=ミルク， C＝チーズ (I), (ll) 第 5表の（注）に同じ。

第 18表 （単位： 1000M.T.) 

＼ 

国

年＼‘～-
次

名 ＼＼

生 産

1960 
(1959~ 
61平均）

1975 

油脂の需給バランス表

年成長率
（複利）（％）

1960 
1960~75 (1959~ 

1975 I 1975 
61平均） 予測値（ I) 目標値(II)

需 要

セ イ 口 ン
T 沿146-~} 叫 4.i} 

6.8} 
147 161 0.7 44. 50 73.9 84 118 

1. 2.9 

イ ン ド VB 2,259379 } 2,836 3,96906 0} 4,596 3.3 1,874.0} 2 474 3,318.9} 4 488 4,875 
600.5' 1,168 6'  

パキスタン
T 10 i} 10.~} 

31. 0 1 I 
Vl93. 215 287. 426 4.7 157.5, 300 361]} 646 1,022 
B 11. 128. 111.9 284 

・・・
1
1
9
 

（注） T＝獣脂， 叫菜rT
 
里＝
 

ー

ー

ー

＞

:l,1981 

B ＝パター。

5 ， ー8 3 3 3 2 ， 8 2 4 5.2181 6,015 
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第18表ー2

年成長率（複利）（％）
年 、

国次 1960~75 1960~75 

名 ＼、 予測値（ I) 目標値(II)

ノミ

1960 
(1959~ 
61平均）

栄養水準目標値を 1960
ラ ン ス (1959~61)年の人口に適用

した場合の需給バランス

I 19 7 5 1 1 9 7 5 1 1959~61年
予測値(I) 目標値(II) 需 要 の生産との

バランス

セ

イ

パキ

（ ロ ン
-4 !} -6.8} 3.5 5.9 +101. +97 +87 +77 +43 77 +70 
-1. -2.9 

ン ド
4.1 4.6 +362. 9} +362 +677} +108 -279 3,461 -625 -1.5 -569 

スタン - 20.6} +11} 
5.2 8.5 + 35.8 -85 -75 -220 -596 760 -545 

-100.7 -156 

~r1- I 4.2¥ s 2¥ 
(lU (1), (II) 第5表の（注）に1njじ。

6. 南アジアにおける食料生産増加の可能性

(1) 生産可能性に関する仮定

ここでいう生産可能性は国家が農業生産に利用

可能な資源を開発計圃を ベースとして最大限に動

員した場合の生産可能水準である。 ここでは増産

の緊急度から現時点における民間部門の採算性は

必ずしも問題とならない。すなわち，延べ耕作面

積と収量を最大限に拡大することである。 耕地面

積の拡大と収量に関しては現在の水準から将来よ

り広い面積とより高い収量をあげうる可能性につ

いて考え， 各 1組の仮定の組合せがそれぞれ生産

可能性とな って示される。

(2) 耕地面積に関する仮定（第19表と第20表）

次にのべる仮定は筆者の予測値とインドのNati-

onal Council of Applied Economic Researchの予

+3741 -351 -8321 4,2981 -1,100 

測値に基づいて決定した（バック・データは省略）。

（イ） 最も耕地面精が拡大した場合（仮定A)

現在の休閑地 (fallowland)と耕作可能荒地 (culti・

vable waste)と現在の耕作面積との三つを合計した

ものが純耕地面積拡大の最大限度になる。 しかし

これは 1975年の目標値というよりも殷業が著しく

発展するであろう長期間の後（たとえば紀元2000年）

に，もしそう望むなら可能になると考えられる値

である。 したがって今回はもっと実現可能性の高

いつぎの仮定Bの値にのみ分析の焦点をあてる。

（口） 実現可能性の高い場合（仮定B)

これは耕作可能荒地のうち毎年 15％ずつが耕作

可能となり， また休閑地は毎年16万ヘクタールず

つ耕地化されると仮定する。

V寸 灌漑比率に関する仮定

第 19表 南ア ジア諸国の 耕地面和 （単位： 1000ヘクタール）

(1) I (2) I (3) I (4) I (s) 
休閑地が 耕作可能 (6) I (1) I (s) I (9) I ~() I 01) 

純耕地 年16万ha耕作可 地が年 非灌漑
面和休閑地減少の場能荒地 15％減少 (1)+ (2) 1(1)+ (2)+ (4)1 (1)+ (5) 1(1)+ (3)+ (5)灌漑面積面籾

合 した場合

インド 131,1691 24,1881 2,4001 20,6011 3,0901155,3571 175,9581 134,2591 136,668123,8391128,300 

パキスタン 20,9431 4,5771 4501 11,0361 1,6551 25,5201 36,5561 22,5981 23,0481 28,246*1123,893* 

セイロ ン 1,5381 I I I I I I I 11,010 

（注） ＊ gross. 
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第 20表 作物別延べ面籾予測値(1975年） （単位： 1000ヘクタール）

ミ一国名---- ィ ン
t

、

純灌漑比率は40％で二毛作比率はその80% 純灌漑比率は25％で二毛作比率はその80%

商品名定 ＼ A ］ B I AIl B I A l B A 1 | B A Il i B A l B 
］類 139,1261108,061147,452111,149 | 126,435,98,2371 132,622:99,667 
小麦 19,975[15,515[ 21,129[ 15,943[27,290[24,096[ 18,153:14, 104[ 19,011[14,303[21, 927[19, 931 
トウモロコシ 6,7361 5,2321 7,1671 5,4041 9,2411 8,1601 6,1211 4,7561 6,4471 4,8461 7,4251 6,750 

米 52,027[40,410[ 55,111[ 41,523[70,943:62,645[ 47,281[36,736[ 49,560[37,226[57,007[51,821 
ソルガム，ミレット
大麦その他雑穀 60,389[ 46,905[ 64, 045[ 48,279[70,435[ 39, 296[ 54,880:42,641: 57,604:43,294[70, 435[ 39,296 

豆類 65,498I50,873I 67,o19[ 51,460:56,244[48,0941 59,524'46,2491 I [56,244!48,o94 
落花生 9,523[7,396[ 9,813[ 7,531[ - I - I 8,6541 6,7241 8,8811 6,8101, 
綿実 11,84519,201112,051[ 9,251[ I I 10)651 8,3641 10;9011 8,365 
ゴマ 3,484[2,706[ 3,506[ 2,676[ I I 3,1661 z,46oi 3,1671 2,413 
なたね 4,64513,6081 4,6781 3,5891 I I 4,2221 3,2801 4,2331 3,244 
亜麻の実 3,019[ 2,345[ 3,04o[ 2,314[ I I 2,744[ 2,132[ 2,743[ 2;034 

イモ類 1,1611 9021 I I I I 1,0551 820 
廿燕 3,48412,706[ I I I I 3,166[ z,460 
野菜 ・ 果実 9291 7221 I I I I 8441 652 

茶 4651 3611 I I I I 4221 328 
タ バ コ 6971 5411 I I I I 6331 492 
綿花 11,845 9,20l 10,7651 8,364 

文三 国名 I
-- - - - - - --- -

パ キ ス タ

仮 純灌漑比率は60％で二毛作比率はその80% 純灌漑比率は60％で二毛作比率はその50%
定 ------

商 rr m II 

品名 A B A | B A | B A B A | B A l B i 類 34,67221,861 39,144 24,393 30,00518,918 35,48221,440 
小麦 11,062[6,975[ 11,998[ 7,298[10,101[ 7,688[ 9,574[ 6,036[ 10,286[ 6,219[ 7,6521 6,144 
トウモロコシ 1,0841 6831 1, 1921 7281 9971 7621 9381 5911 1,0231 6221 7591 612 
米 22,526[14,202[ 24,446[ 14,858[20,562115,646[ 19,494'.12,290[ 20,953[12,656[15,572[12,500 lソルガム，ミレット

大麦その他雑穀
'3,479 2,193 3,757 2,282 9,101 1,508 3,010| 1,898 3,220 1,943 9,101 1,508 

豆類
落花生

門巴
なたね
亜麻の実

i モ胃
野菜・果実

阿

仮

夕
綿

コ花

5,475[ 3,452[ 8,816 4,601 10,440 4,495 4,738 2,987 7,280 3,633110,44014,495 

228 144 349 180 197 124 288 142 
1,711 1,079 2,729 1,422 1,481 933 2,253 1,122 
57 36 90 48 49 31 75 38 

228 144 197 124 
1,198 755 1,036 653 
57 36 49 31 
57 36 49 31 
171 108 148 93 
3,079 1,942 2,665 168 

（注） 仮定｛A＝休閑地と耕作可能荒地がすべて開拓されると仮定した場合。
B＝毎年，休閑地が16万ヘクタール，耕作可能荒地が15％ずつ開拓されると仮定した場合。

｛i闘聾崖言贔嘉喜嘉雷竺喜悶麿乱醤雷開謡噂謬門畠谷 （イ ントは30％全部， パキ
仮定 スタンは20%）。
m 二毛作可能地の純姻分はすべて米，小麦， トウモロコ シに，また新耕地の純増分はすべて豆類の生産に
ふりむけられる。豆類の需要目標伯が充足されてもなお新耕地の残余がある場合は雑穀の生産にむける。
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インドの純耕地面積に占める灌漑比率が現在の

15％から25％にな った場合と 40％にな った場合の

二つの場合を考える。

バキスタンはすでに灌漑がかなりすすんでいる

が， これが60％にな った場合と70％になった場合

を予測に基づいて設定した。

（二） 二毛作可能面積の仮定

灌漑面積に占める二毛作面積の比率はインドで

は現状の 70%から 80%に増加した場合を考える

が， 最近の急激な増加傾向からみてもこの比率は

妥当と思われる。

パキスタンでは灌漑面積の比率がすでに高いの

で， 灌漑面積に対する二毛作面積の比率は50％と

80％の両者を仮定したが， 50％がより妥当な値と

思われる。

(3) 収量の増加に関する仮定（第20表）

これはイ ンドについて 4種類， バキス タンにつ

いて 3種類の場合を考えた。

（イ） 台湾の収量水準に達した場合

台湾の反収はア ジア ・極東地域では日本を除き

最も高いといわれ， インド， パキスタン，セイロ

ンに比べるとはるかに高い。気象条件，品種の差

異などからみて， 台湾の収量を南アジアのものと

すぐ比較できない場合もあるが， これら南アジア

諸国の農業技術水準が台湾の収量水準にまで発展

した場合を一つの仮定とする。

（口） インドの実験農場において達成された収量

水準 (1948~52年平均）が全面積に普及した場合の

仮定（パキスタンについてはデータがないので，東パ

キスタンの米はインドの西ベンガルナトI,西パキスタ ンの

小麦はインドのパンジャブ少11の数値を代用した）。

1975年までの25年間にうまくいけばこの実験農

場の農業技術が一般農場に普及する可能性は考え

られる。

い） 施肥効果に関する仮定

肥料投入が行なわれた場合に反収増加について

は二つの値，（1)IARS（インド農業統計研究所）の実

験データと，（2)FAO肥料調査団の調査データに

基づいている。これら肥料投入効果の値は上記 (2)

のインドの実験農場の収量と比べるとだいたい同

じで（トウモロコシは若干低い）パキスタンでは小麦

とトウモロコ シは(2)よりもかなり低いが米は非常

に大きく，現在の収量の 2倍に達している。

以上に述べた(1),.....,(3)の仮定はすべて肥料の適正

量投入が前提となっているが肥料投入効果を期待

するためには灌 ・排水（安定した水の供給）が第一

条件である。したがって本研究においては収量に

関する(1),_,(3)の仮定はすべて各穀類別に配分され

た灌漑耕地にのみ適用するよう配慮した。

(4) 改良種子に関する仮定

肥料の適正投入量とその効果は作物の品種によ

りかなり異なってくるが， 改良種子の普及にはか

なりの年月を要し， 南アジアにおいてはこの全国

的普及を1975年までに期待することはむずかしい

と思われるので，本研究では在来種を対象として

在来種に関する実験データを用いた。

(5) 作物別耕作面積に関する仮定（第20表）

（イ） 増加した延べ面積は基準年次と同じ作物別

延べ面積の比率で各作物の生産に配分される。

（口） 増加した延べ面積のうち 70％が最も重要度

の高い食糧，穀類の生産に向けられるものとする。

残余の面積はインドの場合，そのすべて (30%）が

穀類についで重要な食糧である豆類の生産に向け

られ，パキスタンの場合， 20%が豆類の生産に，

10％はその他の重要 1次産品（綿花，ジュート）に

向けられるものとする。

バ ニ毛作可能面積の純増加がすべて高級穀類

（米，小麦）とトウモロコシの生産に向けられる。
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第 21表 生産可能性の分析に用いた収批水準 （単位： 100kg／ヘクタール）

イ ン ドインド インドパキスタンパキスタンパキスタン

址 台 湾インド実験股場の収肥料投入肥料投入 実験股場の肥料投入
収紐水準 1959~61収址水準
(1959~61)（1959~61址水準 (1948~

、 年平均年平均）52年平均の全
効果による効果による （年平均）（1948~52効果による

1国平均値） （1）収品水準(”収枯水準(3) 年平均の全収拡水準(3)
＼ 国平均値）

門 米（もみ麦） 21.7(31.0) 10.0(14 8) 16.8 16 0 17.3 10. 7 (15.8) 15.0 2l 0 
18.1 8 0 11.6 13.7 13 4 8 1 17.4 13 l 

トウモロコシ 14.9 9 4 19 6 13 2 16 6 10 7 2l.2 」63 

ミレット・ソルガム Ml0.3}g 7 }4. 7 }4 7 S 9 1 ・
キャ ッサバ 122.0 71.6 

腐 花 臭 10.2 7.0 11.6 
2.7 2.1 ．．． 

ゴ マ 4.4 1.6 3.7 

； バ コ 21.9 7.6 11 3 
花 1. 3 1.1 2.3 

ユ 卜 12.8 12.2 16.4 

（注） （1)インドの13朴Iにおける1155件の実験の全国平均値。

(2)肥料投入効果による反収水準はN44.8kg,P,Oぅ22.4kg(Institute of Agricultural Research Statisticsの未

公刊データによる）。米は7州，3865件，小麦は7、}|91,5511件， トウモロコシは 3:J+I, 1937件の実験の平均値。

(3) N, P心，応0の投入効果の最大のものをとる(FAO肥料調査団報告による）。

新耕地の純増分は まず栄義水準目標値に基づく

（豆類の必要量を生産するのに用いられ， もしこ

の必要量が充足されてもなお新耕地に残余がある

場合は雑穀の生産に用いられるものとする。 ここ

で以上の三つの仮定の意味を説明しよう。

仮定H)は基準年次 (1959~61年平均）と同じ作物

別比率を用いたものである（実際には各作物の相対

価格や政府の政策その他により耕作地に何を作るかが影

嘔をうけるであろうから，特に新しく増加した面租は従

来と異なる比率で作物が生産される可能性のほうが大き

い。 しかし，ここでは便宜上上記の仮定を用いた）。

仮定（口）は穀類の不足を緩和するために穀類の生

産拡大にウエイトをおき， 基準年次の全殷産物面

積に占める穀類の比率約 60％を70％に引き上げ，

これを新しく増加した面積について適用した場合

である。残余分の増加面租は南アジア食椋として

穀類についで重要な豆類の生産拡大に用いるよう

考應した。

仮定Viは新開拓耕地は一般に肥沃度が低く，高

級穀類（米，小麦）の生産にあまり適しない場合が

多いことを考慮してたてられたが， 実現可能股か

らみるとこの仮定いが最も妥当と思われる。

(6) 栄養水準目標値に基づく食枇需要鼠に関す

る仮定

生産可能性と対比させる需要量にはつぎの 2種

類を用いた。

(,(） 全食料品から摂取する 1人 1日当たり総力

ロリーに占める各穀類のカロ リー量の比率を栄養

学的観点から改善して， 従来の穀類中心主義から

蛋白源（特に動物性蛋白源）のほうにより多くのウ

エイトをおいた栄挫構成における穀類比率から推

計された必要最—~この値は栄養水準目標値に基

づいた需給バランスの ところで用いられたものと

まったく 同一であ り総必要量を 100として純人間

消毀必要批を推計するために用いる中間消費量

（飼料，種子，工業用原料，在庫分，減耗分）の比率は

便宜上10~12.5％となっている。

（口） 1人 1日当たり総カロリー贔は (1)と同じだ
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が， 各穀類から摂取するカロリーの比率は基準年

次 (1959-61年平均と同じものを用いて推計された必

要砧ーー第5表），中間消投率は（1)と同じく ー率に

12.5%としている。

7. 南アジアの栄養水準目標値と生産可能性に

基づく食糧需給バランス

前述の仮定により愉給バランスの分析に用いる

需要品はつぎの 2種類について論及する。

需要最(1)・・・・・.1人 1日当たり総カロリーに占め

る穀類の比率を栄養水準目標値に基づいて変化さ

せた場合（ただし全穀類に占める各穀類の比率は基準

年次を同ーとする）。

需要蘊(2) • •••••上記内容の穀類比率を基準年次と

同一にした場合。

(1) 米

印 インド・・・…需要目標(1)4965万7000トン，（2)

5679万3000トン。

生産可能性はどの場合もこの必要晶をこえてお

り， 実験股場と同じ収訊が全国に普及すれば，た

とえ耕作面租の増加がま ったくなくても，栄簑水

準の上からみた必要量はすべて国内自給でき る。

逆に面精が第23表のように拡大したとしても， も

し収拭が現在と同じ水準にとどま るならば必要拭

を自給することはできない。要するにインドの米

は実験農場で達成された収量（これは台浩の平均水

準よりはるかに低いが）が広く普及したとすれば，

米作面積の増加がなくても， 国内自給化が可能と

彗。同時に米作面積の増加があれば，米の輸出

国となることもできる。

（口） パキスタン・・・…需要 目標(1)1367万6000ト

ン，（2)1784万7000トン。

生産可能性はほとんどどの場合もこの必要量を

こえている。 しかし実験農場の収星が達成できて

も， 米作面積の拡大がまったくない場合は自給化

できない。 また現在の米作地では実験農場におけ

る収贔水準が普及し，他方，新耕地では地味が劣る

ため現在の収祉水準までしかあげられないと仮定

すると， 2期作地面積が灌漑面積の50％以上にな

る場合には米の自給化が可能になる。要するにこ

キスタンもイ ンドと同様に仮定した収量水準が既

存耕地で達成されれば米の自給化が可能となる。

バ セイロン……需要目標(1)191万7000トン，

(2) 191万2000トン。

セイロンは面精に関する資料がないので， 収量

水準が台湾と同じにな った場合について，面積は

現在のままとしてみてみよう。この場合，生産可

能性は， 100万3000トンで需要目標に比べると 90

万トンの不足となる。セイロンの米作面積の増加

の余地はごく限られているので，仮定した収量水

準が達成されても， 米の自給化はむずかしいであ

立立。

(2) 小麦

（イ） インド・・…需給目標(1)2019万7000トン，（2)

2312万6000トン。

生産可能性は， 実験農場の収籠水準が達成され

ても，灌漑比率が40%,2期作地増分がすべて米，

小麦， トウモロコ シの耕作用に艇先的に向けられ

るという好条件の場合を除くと自給化できない場

合が多い。

（口） パキスタン・・・…需要目標(1)629万1000トン，

(2)818万9000トン。

生産可能性は， 収量が台湾および実験農場と同

じ水準に達した場合はまった＜問題なく自給でき

るが，肥料投入によって得られる収量の場合は，

需要目標 (2)がかろうじて自給しうる程度にとどま

る。しかし新耕作地の収旦が現在水準にとどまる

とすると灌漑面積の80％が2期作可能となる場合

は自給化が可能だが， 50％の場合（より現実的な場
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合）は需給目標(2)よりも約80万トン少なくなる。

要するに， パキスタンの小麦は実験農場または台

湾の収量水準が達成されれば輸出余剰が生まれ，

インドの不足を補うことも可能になる。

(3) トウモロコシ

H) インド……需要目標(1)605万9000トン， （2)

695万4000トン。

生産可能性は， ここで仮定されている四つの収

量水準が達成されれば， 面積が増加しなくても多

くの場合は十分に需要目標を超過する。新耕地の

反収が現在水準にとどまる場合でも自給化は可能

であるが， 肥料投入効果に依存する収量水準の場

合は自給が達成されないおそれがある。

（口） パキスタン……需要(1)60万1000トン，（2)79

万4000トン。

生産可能性はどの場合にも需要を上回る。面積

の増加がなくても収量水準が各仮定の増加をし

た場合は自給化はだいたい可能だが（台湾のトウモ

ロコシの収鈷は実験農場の収最や肥料投入による収量よ

りも低いので，需要(2)の場合は若干不足する）。しかし

収量水準が現在のままだと面積の増加があっても

かなりの不足を生じる場合が多い。

い） セイロン……需要 (1)15万トン，（2)15万3000

トン。

セイロンの面積が増加しなくても収量が台湾と

同じ水準になるなら， 15万ト ンの需要は完全に自

給できる。

(4) 雑穀（ミレット，ソルガム，大麦）

インド……需要 (1)2646万5000トン，（2)3043万

7000トン。

パキスタン……需要 (1)73万ト ン，（2)121万6000

トン。

セイロン·…••需要 (1) 3万7000トン，（2)3万7000

トン。
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雑穀に関する実験データがないので， 収量につ

いては台湾と同じ水準に達した場合のみを考えた

が， 3カ国共に面積の増分がなくてもかなりの余

剰が生じる。しかし台湾の雑穀収量（ヘクタール当

たり約 1トン）は南アジア諸国の収量の約2倍にも

達しているので， これらの国がこれと同じ水準を

うることは困難であろうし，また本来，米，小麦な

どの高級雑穀には不適な劣等地に耕作される雑穀

に少ない農業資金をふりむける可能性も少ないで

あろう。ただ， 畜産業が発達し濃厚飼料（商品作

物）として雑穀の需要が増大した場合は収量向上

のための投資が必要と なるであろう。

(5) 豆類

印 インド・・・…需要 (1)2646万5000トン，（2)2052

万1000トン。

生産可能性は台湾の収量水準をもって現在の面

積で推定すると， 2009万2000トンでかなり不足と

なる。 現実には台湾の収量を達成するのは容易で

ないであろうから， インドの豆類の 自給化のため

には，面積の大幅な増加が自給化のために不可欠

となる。

（口） バキスタン・・・…需要 (1)555万ト ン，（2)131万

9000トン。

生産可能性は， 台湾の収量水準をもって現在の

面積で推定すると180万6000トンで，パキスタンも

インドと同様に需要 (2)をみたす豆類の自給化のた

めには面積の大きな増加が不可欠である。

バ セイロン・・・…需要目標(1)64万2000トン，（2)

11万4000トン。

生産可能性は， 24万2000トンで，需要(1)をみた

す豆類の自給化には面積の大きな増加が不可欠で

ある。

以上， 豆類は南アジアの重要な蛋白源として栄

養学的にも非常に重要な食糧なので，今後， 大増
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産が必要である。 しかし収晶が台湾なみに上昇し

ても多毛作化によりかなり延べ面籾の拡張がなけ

れば必要な需要贔を国内で自給化することは 非常

にむずかしいであろう。

8. 生産可能性の実現に必要な農業投資ー化学

肥料の実例

すでに行なった生産可能性の分析は単に技術的

に実現可能性のある面精と収はが実現された場合

(a) 肥料必要拭

第22表 生花可能性の達成に必要な化学肥料（実験農場の収駄逹成の場合）

（単位： 1000M.T.) 

商
ーn
u
 名

イ ン

純灌紅比率40%（二毛作比率80%)

仮-
疋 I I II I Ill 

ド

純泄漑比率25%（二毛作比率80%)

II I ill 

小 表「 695 0 714.2 1,222.6 631 8 640.8 893.0 
(NHふSO, 3,475.0 3,571.0 ・ 6,113.0 3,159.0 3,204.0 4,465.0 

p205 347 5 357.1 611.3 315.9 320.4 446.5 
25% P,O, 1,390 0 1,428.4 2,445.2 1,263 6 1,281.6 1,786.0 

トウモロコシ『 234.4 242.0 414.0 213.0 217 2 302.4 
(NHふso, 1,172.0 1,210.0 2,070.0 1,065.0 1,086.0 1,512.0 

p.2Os 117 2 121.0 207.0 106.5 108.6 )51.2 
25% P,O'， 468.8 484.0 828.0 426 0 434.4 604 8 

米 『NIILS()、 1,810 4 1,860 2 3,178.2 1,645 8 1,667.8 2,321.6 
9,052.0 9,:lOl. 0 15,891.0 8,229 0 8,339 0 11,608.0 

＼ 
p2(），9 905.2 930.1 1,589.1 822.9 833.9 1,160.8 
25% P;（）5 3,620 8 3,720. 4 6,356 4 3,291.6 3,3:'l5.6 4,643.2 
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2,739.8 I 2,816.4. I 4,814.8 
B,699. o I 14,082. o I 24,074. o 

1,369.9 I 1,408.2 I 2,407.4 
5,479.6 I 5,632.8 I 9,629.6 

パキス

純灌漑比率60%（二毛作比率80%)
仮 -

定 1 |ー-II '1 1Il 

2,490.6 I 2,525.8 I 3,517.0 
12,453. o I 12. 629.o I 17,585.o 
1,245.3 I 1,262.9 I 1.758.5 
4,981.2 I 5,051.6 I 7,034.0 

タン

廂 純泄漑比率60% （二毛作比率50%)

名 JI I III 

小

麦『
312.4 327.0 344.4 270.4 278.6 275.2 

(NHふso4 1,562.0 1,635.0 1,722.0 1,352.0 1,393.0 1,376.0 

PcO, 156.2 163.5 172.2 135.2 139.3 137.6 
25% P,Os 624.8 654.0 688.8 540.8 557.2 550.4 

トウモロコシ『 30.6 32.6 34.2 26.4 27.8 27.4 
(NHふso, 153.0 163.0 171.0 132.0 139.0 137.0 

P20, 15.3 16.3 17.1 13.2 13.9 13.7 
25% P20, 61.2 65.2 68.4 52.8 55.6 54.8 

米 『NHふso. 636.2 665.6 701.0 550.6 567.0 560.0 
3,181.0 3,328.0 3,505.0 2,753.0 2,835.0 2,800.0 

p205 318.1 332.8 350.5 275.3 283.5 280.0 
25% P,O, 1,272.4 1,331.2 1,402.0 1,101.2 1,134.0 1,120.0 

計 N 979.2 1,025.2 1,079.6 847.4 873.4 862.6 
(NHふSO, 4,896.0 5,126.0 5,398.0 4,237.0 4,367.0 4,313.0 

P,O, 489.6 512.6 539.8 423.7 436.7 431.3 
25% P,0,, 1,958.4 2,050.4 2,159.2 1,694.8 1,746.8 1,725.2 
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(b) 価額 （単位：100万Jレビー・100万ドル〈インド； 1usドル＝4.75;レピ ー，パキスタン； 1usドル＝4.76;レビー〉）

イ

純湘漑比率40%（二t（午比率80%)

ン ド

純泄漑比率25%（二毛作比率80%)

F1本の輸出 (NHふso.（ドル）
価格 (2) 

25% P,O,, (11) 
". 1 • (II) 

インドの輸
(Nl l:i)．．S(）+ （ドル）

入価格 (:l) （ルビー）
25% P.（）,, （ドル）

(Iどピー）
JI (トル）
（ルヒ 一゚）

国内消毀者
(NHふSO,(ドル）

価格 (4) （ルヒ ー゚）
25% P,O, (ドル）

（ルヒ°ー）
>I• （ドル）
（ルビー）

11 I [IJ I I I 11 I Ill 

529 7 1 
544.G I 9:-l0.9 I 481.6 I 488.4 I 680.0 

265.0 I 272.4 I 465.7 I 240.9 I 244.:I I ::l40.2 
794.7 I 817.o I 1,:196.<i I 7::l2.S I 1:-i2.7 I 1,020.2 

9:ll.9 I 9汲．0 I I,6:17.7 叫 7.I I 859.1 I l, 1 96. 3 
4,426.6 I'1,550.:-i I 7,779.0 I 11,02:1.9 I 4,080.8 I S,682.2 
472,1 I 485.3 I 829.6 I 429.1 I 4:-is.2 I 606.0 
2,242.4 I 2,305.1 I 3,940.6 I 2,038.4 I 2,067.2 I 2,878.5 
l, 404. 0 I l, 443. 3 I 2,467.3 I 1, 276. 2 I l, 294. 3 I l, 802. 3 
6,669.0 I 6,855.4 I 11,719.6 I 6,062.3 I 6,148.0 I 8,560.7 

5,047.0 I 5,188.1 I 8,869.4 I 4,588.0 I 4,652.8 
23,973.3 I 24,643.5 I 42,129.5 I 21,792.8 I 22,100.s 
1,695.8 I 1,743.2 I 2,980.1 I 1,541.6 I 1,563.3 
8,055.0 I s,2so.2 I 14,155.5 I 7,322.4 I 7,425.9 
6,742.8 I 6,931.3 I 11,849.5 I 6,129.6 I 6,216.1 
32,028.3 I 32,923.7 I 56,285.o I 29,115.2 I 29,526.7 

7
8
8
0
5
8
 

．．

．
．
．
．
 

8
3
6
0
5
3
 

7
7
7
4
5
1
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7
1
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6
1
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9

9

9

9

 

6
0
2
0
8
1
 

3

1
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ノミ キ ス 夕 ン

純灌慨比率60%（二毛作比率80%） 純灌憫比率60%（二毛作比率50%)

n I m I 1 I u I m I _-
(NIL)邸S(）4(ドル） 189. 3 」98.2 I 208.7 I 163.8 I 168.9 I 166.8 IJ本の輸出 25% P,O, (11) I 94.7 I 99.2 I 104.4 I 82.0 I 84.5 I 83.4 価格 (2) 
計・ (11) I 284. 0 I 297.4 I 31 5. l I 245. 8 I 25:-l.4 I 250. 2 

(NIL),SO, (ドル） 3:-l3.l I :-i48.7 I ::J67.2 I 288.2 I 297.1 I 293.4 
インドの輸
入価格 (3) (Jレヒ ー゚） ］，582.o I 1,656.4 I 1,744.3 I 1,:169.1 I 1,411.0 I 1,393.7 

25% P,0, (ドル） 168.7 I 176.7 I 186.o I 146.o 」50.5 I 148.6 
(Jどヒ ー゚） 801.4 8.39. 1 883. 6 693. 5 714.8 706. 0 

計• （卜 Jレ） 501.8 I 525.4 I 553.2 I 434.2 I 447.6 I 442.o 
(Jレヒ ー゚） 2濱83.4 I 2,495.5 I 2,627.9 I 2,062.6 I 2,125.8 I 2,099.7 

(NJ Is),SO,(ドル） 686.l I 718.3 ¥ 756.4 ¥ 593.7 ¥ 611.9 I 604.4 
国内消1作者
価格 (4) (Jレピー） 3,265.6 I :i,419.o I ::i,600.5 I 2,826.1 I 2,912.8 I 2,876.8 

25% P,Os (ドル） 290.1 I 303.7 I 319.8 I 251.0 I 258.7 I 255.5 
(Jレビー） 1,380.7 I 1,445.5 I 1,522.2 I 1,194.8 I 1,231.5 I 1,216.3 

] ＼・（ド Jレ） 976.2 I 1,022.0 I 1,076.2 I 844.7 I 870.6 I 859.9 
(Jレピ-)I 4,646.3 I 4,864.5 I 5,122.7 I 4,020.9 I 4,144.3 I 4,093.1 

（注） （l）仮定 I新耕作地の作物別比率が基準年次(1959~61年平均）と同一の場合。

II増加した延べ而科の70％が穀類へ向けられる場合。

Ill二毛作可能地の純増分がすべて米，小麦， トウモロコシに向けられる場合

肥料投入基準はヘクタール当たり N44.8kg(トウモロコシは 22.4kg),P20, 22. 4kg 

以上の仮定は第20表と同一。

(2)日本の東南アジア 5カ国（インド，インドネシア，タイ，マレーシア，台湾）に対する肥料輸出平均価格

(NH山SO戸 38.67USドル， 25%P20,=48.36USドル。
(3)インドの肥料輸入価格(1964年）。（NH山S0,=323.13ルピ ー，25%P20, = 409. 22;レヒ°ー。

(4)肥料の国内消般価格(1963年） イ‘／ト・・・ (NHふS0,=1750ルピ一， 25%P,0,=1470;レビー。 バキスタ
ン・・・(NH山S0,=6671レピー， 25%P,0,=705;レピー。

（出所） 策者推計。第20表のBを利用したが，対象品目の而禎はすべて施肥可能な灌漑面和となっている。ただし
注の (2)の原資料は日本関税協会，『I]本貿易年表1964』, （3) Monthly Statistics of the Forr'ign Trade of 

India, Dec. 1964. (4) FAO, Prodecetion Year Book, 1964. 
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を前提としており， その実現に要する股業投資の

内容と額の推計が直要である。股業投質の種類は

本稿のIIにおいて論じているので省略するが， こ

の種の必要投資額の推，i I• は泄漑の—•例 をとっても

わかるように一国においても各 ）ヽ9|9|別， 地域別の立

地条件を詳細に分析することが不可欠の条件で，

これに必要なデータはまだほとんどない。 したが

ってここでは， 分析の対象を収はの向上に最も重

要な投入要素である化学肥料に限定している。

米， 小麦， トウモロコ シについて仮定した実験

農場の収批の達成に必要な肥料投入贔（各州実験農

場の全国平均値）は米， 小麦では 1ヘクタール当た

りN44.8キロ グラ ム， P20品2.8キログラ ム， ト

ウロモコ シは N,P2 05それぞれ22.4キログラム

である。 これを作物別灌漑面積に乗じて推計した

肥料必要凪は第22表のとおりである。 これに肥料

単価 (17本の東南アジアに対する肥料の平均輸出価格，

インドの輸入価格，イ ンドとパキスクンの梢費価格の 3

種類）を乗じて必要経役を第22表に算出した。 N成

分肥料には硫安，硝安，尿素，石灰窒素などがあり，

P20,成分肥料には五酸化燐が多い。これらの成分

換節率は製造工程などにより 差があ り， またその

国が将来いかなる種類の肥料を生産 ・消散するか

を予測することも容易ではない。 したがって必要

経毀の箕 Illは， N成分肥料はすべて硫安 (NHふ

so4に依存すると仮定して硫安換算の価格で行な
ってみた。 硫安に内めるNと五酸化燐肥料に占め

るP2似の成分比率にも各種あるが 便宜上前者を

20%，後者を 25％とした。よに本稿終了時にイン

ドの平価切ドげがあ ったが， それによる肥料価格

変動がまだ不明なので通貨換節率には旧為替レー

トを用いた。こうして米，小麦，トウモロコ シにつ

いて推計した結果（第22表）を要約すると下の表

のようになる。

両国合計では，硫安1860万～2940万トン（または

1170万～2190万トン），五酸化燐肥料744万～1176万

トン（または1360万～1760万トン）となる。これは

両国の現在の生産 ・消投批に比べると圧倒的に膨

大な量だが， 械自体は日木などの先進工業国にと

っては供給可能な場合もあろう。 間題はそのため

の貸金である。 したがって次の問題はこの必要批

の調達にはいくらの毀金が必要かということであ

る。

第22表でわかるように，日本の場合をとると，そ

の支払い方法が何であ っても 輸出価格が保証され

ればよいわけで， その価額は硫安と五酸化燐肥料

純灌漑比率40% （その80％が二毛作の楊合） 純灌漑比率25％の場合

イ ン ド N 274万～480万ト ン 250万～350万トン

(NH山SO4 1,370万～2,400万ト ン 1,250万～1,760万ト ン

P205 137万～240万トン 125万～176万トン

25% P20, 548万～960万ト ン 498万～700万ト ン

純灌漑比率60%（その80％が二毛作の場合） 二毛作比率50％の場合

パキスタン N 98万～108万ト ン 85万～86万トン

(NHふSO4 490万～540万トン 420万～430万ト ン

p20,9 49万～54万ト ン 42万～43万トン

25% P,O, 196万～216万ト ン 169万～173万トン
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国名米（序i'r米）
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第 23表 米の生産可能性推計値 (1975年）

(1) ~I,｝要
（2) 現存耕地の延べ而和が仮定した反収]面g丘達し
た場合空生産増加分ーが竺 (Y+ Y Ll) = LIP1 

II椋伯 1975 予測値 ←f測値 J959~61 台恋の実験股場の 肥料投入効＇肥料投入効
2 果による反果による反

No. l I No. 2 I 975 I I 975 I /', }又収水準）又収水準'I"収水郡（l..）収水準(II)

:l4,158 I 7:l,:l04.8 I 56,752.L I 54,049.6158,441.l 心I49,657 l5G,79:l.41 5:l,702 I 52,000 

A
B
 

＾ 灌2 I, I A j 13,676 jl7,846.9l 15,251 112,212 I 10,562 I 21,327.0 パ 1漑期
I 

比作 B 

率比 II 
A 

キ I率
B 

雰＊ 川合

A
B
A
B
 

n

m

 
＊
 

(
2
期
作
比
率

50%）

，
灌
漑
此
率
即
％

ス

タ

ン

A
B
 

14,742.0 I 20,638.8 

戸
ロン1 L I l,917 l_:_,9 ll__:_ 7 1 」：~6 1 9931 5791 
（注） 、沿要 No.l •••全食料品から摂取する 1 人 1 11当たりカロリー贔に占める各穀類の比率を栄がも水準Il椋値か
'(/,t唆 No.2・・ ・1て記の各穀類比率に1，訊準年次(1959-61年平均）の比率をJllいて術要を推計した。

第 24表 小麦の生産可能性推計値 (1975年）

(1) 需 要 (2) 現存場耕合地の延べ加面租分がA仮定した反LIY収)水準LIPに1達し
た の生産増 X(Y+ = 

国名 小 麦 目標値 1975 予測値予測値 195~P~, 61 }x含収湾水準の 寒収験収股水場準の 肥果収料水に投準よ入る(1効反)肥1収果杢料に投準よ入る(n効反) 
No. 1 I No. 2 1975 1975 

『I 
A 20,197 23,126.0 24,939 18,298 10,425 23,508.2 15,066.1 17,793.6 17,403.9 
B 

イ 』 A 
II B 

率
4080 田 A 
％包＊ B 
ン

雑品
I 
A 
B 

II 
A 

ド 率
B 

2580 III A 

%ヽ%* B 
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(liH立： lOOOM.T.) 

(3)面和の延べ増分の反収増加による
＿ 生産1の増加分JAX(Y旦 Y)＝JP3 1 

(4)生産（合計）（＝（2)+(3)) (5)新耕地面(6)(2)の実験農場の
P,+ (LlP，十JP,）

| 
籾の純増加反収水準の楊合と

台湾の
実験農肥料投入効肥料投入効ム＇ s 実験股場肥料投う、効肥料投入効分x基準年1(5)との合計

反収水準
場の反 1果による反果による反'’湾の の反収水果による反1果による反次の反収水IAX(Y+4Y)＋ 
収水準収水準(I)収水準([l)

／又収水準 : : 
準 収水準(I)収水準(n)準 JAxY(LlA'x Y) 
| 39,572.1130,636.51 29,177.61 31,548.31112,876.91 87,388.6! 83,227.21 89,989.41 18,236.0 74,988 

14,032.3111,119.91 10,590.41 11,450.91 87,337.11 67,872.0i 64,640.01 69,892.01 6,619.01 63,371 

46,286.1135,834.41 34,128.0I 36,900.91 119,590.81 92,586.51 ss,177.61 95,342.0I 21,330.01 7s,osz 
16,800.1¥13,006.61 12,387.21 13,393.71 90,J04.9¥ 69,758.71 66,436.81 71,834.81 ~,742.0\ 64,494 

I 
80,641.5:62,432.2 59,459.21 64,290 31153,146.31119,184.3'113,508.81122,731.41 37,162.01 93,914 
62,634.9:48,491.5 46,182.41 49,934.71135,939.71105,243.6: 100,232.0: 108,375.SI 28,864.0 

I I I 

85,616 

29,273.322,663. 21 21,584.01 23,337.71 102,578.11 79,415.31 75,633.6 81,778.81 13,490.01 70,242 
6,392.8 4,949.3, 4,713.o: 5,096.6 79,697.61 61,701.4~ 58,763.2, 63,537.7 

1 | 
2,946.0 I 1 1 59, 698 

34,240.426,508.7 25,246.4'27,297.7 107,545.2 83,260.81 79,296.o: 85,738.8 15,779.o 72,531 
7,475 7 5,787 61 5,512 0| 5,959 91 80,78(） 51 62,539 7| 59,5(il (う| 64,401 0 3,445 (）I h0,197 
50,400.4,39,019.71 :l7,16J.6'10,181.0 123,705.2 %,771.8 91,211.2 98,622.1 23,226.01 79,978 
:J9,J46.830,:l07.2 28,864.0 :31,209.2 JJ2,45J,ti 87,059.:l, 82,91:.l.(i 89,650.:3 J8,040.n: 74,792 

•- | r 

27,539,5 19,（)36. 51 26.651. l 48,8(i7 33,778 5 47,289. 9 ] 3,579. 4 28,321 
9, 476. 4 6,550. 5 9, 1 70. 7 30.803 21, 292. 5 29, 8(）9. 51 4, 672. 7 19, 4 l5 

| 
5:l,048 I :in,669.01 51,:rn1.(i' I  15,641.:ll :io,38:J 

J0,915.li 7;545 0 」0,563,(） 
| 

:JZ,24'.<! I 22,287.01 :i1,201.8 I 5,382.11 20,124 

2:J,292.816,101.01 22,541.4 144,620 1 :io,s4:i.o: 4:i,180.2 1 11,485.-1! 26,227 
12,625.11 8,727.0I 12,217.8 I :.!3,952 I 2:.l,469.0I :.i2,ss6.6. I 6,225.:.JI 20,967 

20,957. 9 14,487.0 20,281.81 42,285 29,229. 0 40,920.（i l(），334. 1 25,（）76 
5,327.41 3,682.51 5,155.5 I 2(i,654 I 18,42'1.5! 25,791.:l 

I 
2, 1,26. 91 17,: l6¥J 

24,141.3116,687.fil 2:l,:l(i~.5 I 45.41i8 I :ll.429.5'411,00l.:l I 11、90:l.81 2ti,64fi 
6,136. s1 4,242.01 5,918.8 1 :n.'1n4 1 1s,98'1. o 26,577.,, 1 :i,026.01 17,768 

12,464.51 8,616.0I 12,062.1 I :n,791 I 23,358.0 32,701.2 I <i,J04.71 :W,84!, 
5,798.214,008.0I 5,611.2 I 27,125 I 18,750.0 26,250.o I 2,859.o 」7,601

i 
ア

ら節出して需要を推計した。

I, II, III, A, B.. • 第20表と 1ぃl じ仮定。＊二毛作比率は純泄漑面禎に占める比率である。

（単位： 1000M.T.) 

(3)面和の延べ増分の収収増加による （4) 生産（合計）（＝（2）＋（3)）―― (5)新耕地而(6)（2)の実験農場の
生産の増加分LIAx(Y+LIY)=』P, I P,+(LIP,+JP,) 積の純珀加反収水準の場合と

台浩の
実験農肥料投入効肥料投入効 L、:： 実験農楊 ＿JI叫料投入効肥料投入効分X払準年(5)との合計
場の反果による反果による反1巴 （内の

反収水準
収水準＿収水準(I)収水準(n)

収収水準 の収収水 1果による反渫による反次の反収水IAx(Y+JY)＋
準 収水準(I)収水準(11)準 JA'xYI (LlA'x Y) 

27,385.0I 26,785.21 5,600.8 
21,274.81 20,808.81 2,0:32.8 

28,946.81 28,312.81 6,512.8 
21,694.21 22,309.21 2,364.0 

37,387.31 36,568.61 11,441.6 
33,011.61 32,288.61 8,886.4 

24,888.81 24,343.8' 4,143.2 
19,343.11 1s,9~9. ~I 904.s 

8,251.5: 8,070.8: 34,409.s: 22,052.81 26,045.11 25,474.7 
1,80 l. 6i l, 762. l| 25,888. 41 1 6,59J. 5 19, 595. 2 19, 166. 0 

I 
J 2,246. 41 1 1,978. 3 39,688.21 25,435. 3 30,040.0 29,3822 
9,511.9! 9 ;:103.6, :J6,075.01 23,120.0, 27,305.5: 26,707.5 

I I | 

9,374.01 6,007.6 
2,047.111,312.0 

10,90].61 6,986.7 
2心80.2il,525.4 | 
16,l80.010ふ69.2

I 

12,566.8 8,053.9 I 
I 

I 9,381.3 36,180.0 23,187.3 
＇ ヽ 3,404 9 28,107.4 18,013.7 
I 10,908.9 38,243.4 24,509.7 

＇ 
4,905.3 28,856.8 18,4.93.9 

'19,164 7 49,394.8 31,656.4 
) 14,884.7 43,613.7 27,951.4 

， ヽ 6,939.9 32,882.2 21,073.7 
， 1,515.5 25,555.3 16,378.1 
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第24表ー 2

『 I 
A 6,291 8.188.9 7,001 6,101 3,906 8,747.7 8,409 6,331 

ノミ B 

』 II A 
キ 率

B 

6080 m A 
%‘%—/‘ * B 
ス

＾ 92 I A B 
夕 』 A 

II B 
率

ン 6050 
lll 
A 

%、％一* B 

セイ1 I I I 5141 514.21 4691 -| -| I I I ロン

（注） 第23表の（注）に同じ。

第 25表 トウモ U コシの生産可能性推計値 (l975年）

(1)',,1,｝，災
ー （2) 現存耕地の延べ而梢が仮定した反収水準に達し

た場合の生賄増加分 A.x (Y +.dY) =JP, 

旧名 トウモロコシ II椋伯 1975 予測伯＇t 予測値 1959~(jl 台恋の実験牒J品の
肥料投入効＇肥料投入効
→呆による図果による）又

No. I I No. 2 
1975 I 1975 I P, I J又収水準）又収水準

収水準(I)収水準(11)
I ̂ • 
泄2
漑期 I I ~ I ;-r-6~ 16,953-81 5,935 I 5,517 I 4, l」sI 6,554.5 I s, 622. o I 5, so6 71 1,302. 3 
(I比作
率比 n A 
率

B 

雰＊ m 合
ン I ---—l l l l l l 

＾ 灌2漑期 I 合
比作
率比 n A 
ドI率 B 

謬 III 合
ヽ
パ 1麿屈 1 合
率比 n A 

キ I率
B 

ス 1讐誓＊：］l l l l 

＾ 誌 I 合
タ I比作
率比 II 

A 

率
B 

ン 1誓誓＊ 11l 合
tり

601 794.5 、ヽ
’/

5
2
 

6719 
（
 

578 483 722.7 1,028.7 790.6 

15□5.31 l 7 | 」71 ， ~ 

（注） 第23表の（注）に同じ。
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11,281 7' ;10,845.41 
: 

8,165 2 20,029 4 19,254.4 14,496 2 5,048 7 11,379.7 
3,882 5 3,732.3 2,810 0 I 12,630 2 12,141.3 9,141.0 1,737.5 8,068 5 

12,968 712,467.3 7 8 1 I 
9,386 2 21,716.4 20,876.1 15,717.2 5,803.7 12,134.7 

4,461 7 4,289. 3,229.2 I 13,209.4 12,698.1 9,560.2 1,996.7 8,327.7 
9,535 l 9,166. 6,901.1 18,282.8 17,575 3 13,232.1 4,267.1 10,598.1 
5,167 6 4,967. 3,740 1 13,915.3 13,376 7 10,071.1 2,312 6 8,643 6 

I 
8,584 8 8,252 6,213. 3j 17,332 5 16,661 12,544.3 3,841.8 10,172 8 
2,182.9, | 2,098 4l , 1,579 9 10,930 6 10,507.4 7,910.9 976 9 7,307 9 
9,869.9, 9,488 2 7,143 4 I 18,617.3 17,897.2 1:¥,474.4 4,416.9 10,747 9 
2,508.7 2,411 6 1,815 7 11,256 4 10,820.6 8,146.7 1,122 7 7,453.7 
5,102 4 4,905 1 3,692.9 13,850 1 13,314.1 10,023.9 2,283.4 8,614.4 
2,372.9I , 2,281 1 1,717.4 | 11,120.6 10,690.1 8,048.4 1,061 9 7,392.9 

I 

(Iii位： 10()()M.’l‘.）

(3)面積の延べ増分の反収増加による （4)生礼（｛r,汁）（＝（2）＋（3)） 一 （5湘i耕地面(6)（2)の実験典場の
生産の増加分」J¥x(Y+JY)＝.;P. I P,卜(Ji'，十」I’.) 積の純増加反収水洲のJ;!）j合と

ム` h:のi実験股肥料投入効肥料投入効ム凋 実験牒J劫 ＇肥料投入効IIじ料投入効分X如詞(5)との合1,1
「¥,,!'! 場の）又呆による）又果による）又 11 (、) の
反収水準 の収収水 I果による）又呆による）又次の）又収水1 AX (Y I JY) 1-

I収水準収水準(I)収水準(11) 反収水準 準 収水準(I)収水準(rr)準 .IJ¥'xY1(」A'xY) 

:3,GJ7 91 4、62761 :l, l 1(1 S :3,!)J 9. :11 IO,072.4I I:,,24り(ii 8、9232 11,:d21.(i 2,219.:~ 8,77:; 8 
1,276 9 J.679 2 J,131 2 1,42公(i| 7,831 4 lO,301 2 1 6、9379 8,724 9 805 3 7,859.8 
4,124 :-i I 5,425 3 :J,fi5::l.8 4.594 9 l(),fi78.8 j,1,047 :,, 9,4fi0.5 11,897 ~ 2,601 9 (1,156 4 
l, 497. 5, I l, 969 8 1,326 61 1,668 3 8,052.0 10,59」.8 7,133.:l 8,970 6 !-144 7 7,499 2 

7,214.6 9,490 3 fi,391 4 8,037 7 13,769.1 18,112.:-l, I 12,198.1 15,340 0 4,551 5 ll,］06 0 
5,603.9 7,371 6 4,964.5! | 6,243 3 12,158.4 15,993.6 10.771.2 13,545 6 3,535 3 10,089.8 

2,603.0 3,424.1 2,306 0 2,900 0| | 9,157 5 12,M6 1 8,112.7 10,202.3 1,642.2 8,196.7 
567.7 746.8 502.9 632.5 7,122.2 9,368.8 6,309.6 7,934.8 358.1 6,912.6 

3,051 5>! 4,014.1 2,703.41 3,399.7 9,606.0I 1 12,636.1 8,510.1 10,702.0 1,925.1 8,479.6 
666. 876.1 590.0, | 742 0 7,220.5 9,498.1 6,396.7 8,044 3 420 2 6,974.7 

4,508. 5,931 0 3,994 3 5,023.2 11,063.2 14,553.0 9,801.0 12,325.5 2,844.4 9,398.9 
3,503. 4,608 0 I 3,103.3 I 3,902.7110,057.51 13,230.0 8,910.0 11,205 0 2,209.9 8,764.4 

908 9 1,293.2 994.3 1,631.6 2,321.9 1,784.9 610.0 1,332.7 
312.9 445.2 342.3 1,035.6 1,473.9 1,132 9 210. o 932.7 

1,053.4 1,498.8 l, l52 4 1,776. l 2,527.5 1,943 0 707 0 1,429.7 
362 1 515 2 396.l 1,084.8 1,543.9 1,186.7 243.0 965.7 

762 9 1,085 4 834 6 1,485.6 2,114 l 1,625 2 512.0 1,234.7 
412.7 587.2 451.5 1,135.4 1,615.9 1,242.1 277.0 999.7 

692 9 985.8 758.0 1,415.6 2,014.5 1,548.6 465.0 1,187.7 
175.8 250 2 192.3 898.5 1,278.9 982.9 118.0 840.7 

801.6 1,140 6 876.9 1,524.3 2,169.3 1,667.5 538.0 1,260.7 
204 1 290 4 223.3 926.8 1,319.1 1,013.9 137.0 859.7 

408 3 580.9 446.6 I 1,131.0 1,609.6 1,237.2 274.0 996.7 
189.2 269 2 207.0 | 911.9 1,297.9 997.61 127.oI : 849.7 

I - 20. 9 | 
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を合わせてインドが 7億9500万～14億ドル（また

は7億3300万～10億2000万ドル），パキスタンが約2億

4600~3億ドルで，両国分では10億4000万～17億ド

ルとな る（しかし前述のとおりインドの為替レートは

旧レー トを用いている）。政策上はこの金額にフレイ

トを加算した額をどこまで相手国や国際機関が支

払い うるか， またどこまで日本や他の先進諸国が

援助として提供しうるかということであろ う。第

22表はこの肥料の必要量を両国の輸入価格と国内

消費価格で推計した価額も示しているが， 注目す

べき点は両国における肥料国内梢費軋Ii格が l」木の

東南ア ジア向け輸il＇,価格 に比べると 非常に‘11;..Ili11沿な

ことである 。 すな j ）ち｛ンドでは硫安が 9 倍， •• [「．酸

化燐肥料が 6 倍， I~ キスタンでは 械安が 3.5イ介，

五酸化燐肥料が3伯である。 もらろん， 11本でも

国内梢費価格は輸出価格より店ll1[1,iだが所得水準，

資金力の、1はで比べものにならぬはど 弘｝い南ア ジア

諸国では，将来， ｝j叫料価格が大幅に下がり，収量

が向上 して民間部門でも十分採算がとれるような

段階に達するまでは， 肥料投入は国家計画により

推進せざるをえないであろう。

9. 生産可能性の分析に関して残された問題点

—実現のむずかしさ

以上，目標年次 (1975年）における主要穀類の生

産可能性と需要目標値とのバランスを検討した。

この分析によると目標年次の主要穀類需給バラン

スは最も低目の仮定の下でも余剰を生ずる場合が

多い。 しかしこの場合つぎの点を特に留意すべき

である。第 1にこの生産可能性の分析は単に技術

的に実現可能性のある面積と収量の値を適用し、た

にとどま っていることである。つまりこれは仮定

された面積と収量を達成するために必要な農業投

資が支障なく行なわれ， 本稿のIIで指摘したよう

な農業構造の改善が行なわれた楊合を前提として
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いる。 しかし仮定された条件をみたすために必要

な農業投入は物量， 金額いずれの場合も膨大なも

のとなるであろう。

またここで述べた穀類需要量は動物性蛋白源の

比率を大幅に高めるという栄養水準目標値に基づ

いて算出されているもので， もしこの動物性食料

品の必要量が確保されなければ当然穀類必要量は

その分だけ増大するわけである。 また，すでに指

摘したよ うに， 中間ロ ス率，特に飼料需要のより

詳細な分析は今回予測された穀類需要量をさらに

引き上げる可能性が強い。

しかしすでに示した需給バラ ンス予測表による

と，栄養水準目標イII'［に旭・づいた術給予測では， 南

アジア仝休では 1975年には，豆類1500万ト ン， ィ

モ類560万トン， 1刻類約1000万ト ン，魚類約350万

トン，卵60万トン， ミルク 2000,_,2500万ト ンとい

ずれも非常な不足にな ってしまう（以上，肉，魚，

酪股食料品の生産は増産傾向を証明するデータがないの

で現在の生産水準が大きく変わらないものと仮定してい

る点留意されたい）。

このような膨大な不足を補なうことは現実的に

まず不可能で， したがって食料農 ・畜産物の需要

の見通しは， やは り「予測」 一ー将来どうなるか

の項で示されたように穀類， 豆類を中心とす

る食糧の大量の不足化傾向にむか う可能性が強

く， 上に述べた「目標値の設定」一ー将来こうあ

るべきである という姿の実現は対象諸国の自

助努力に加えて他の先進諸国からの多大な援助や

アジア地域内諸国との緊密な経済協力などにより

目標実現に必要な投入要因およびその効率的実動

に必要な諸要因が入手できないかぎりまず困難な

ものと結論せざるをえないであろう。
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II 南アジア農業の投入荏出構造分析

1. 本研究の問題提起と方法

ここでは Iで論じた生産可能性を実現するため

に必要な農業構造を検討してみる。

農業の生産構造を明らかにするためには，農業

生産における投入 ・産出関係を詳細に検討しなけ

ればならない。南アジアの農業技術が停滞的で，

土地生産性がきわめて低く，食糧不足の原因にな

っていると言われているが， このことは生産構造

からみるとどのような特徴としてつかめるであろ

うか。 また 1で論じた食糧の増産の可能性を実現

するために有意義な示唆が構造分析を通じてえら

れないであろうか， という二つの大きな問題提起

に対し， われわれは次の三つの段階で研究を進め

た。

まず第 1に産業連関表の農業部門に焦点をあわ

せ，特に投入係数の分析を通じて農業生産の技術

的側面を明らかにする。 ここでは生産に必要な中

間供給財に分析が限られ，資本設備，土地その他

要素投入の分析は含まれていない。対象国（イン

ド， パキスタン，セイロ ン）のうちすでに産業 連関

表が作成され公表されているのはインド 1国のみ

であるため， われわれ独自の作業で農業部門全体

についての投入表を作成した。停滞的な農業技術

の国では，要素投入が圧倒的に大きく， しかも中

間供給には，種子，肥料， 農業，電力，飼料など

限られた財しか用いられていない。 この事実から

できるだけ詳細な資料により， 個々の中間供給財

の実物量と価格を推定し， 在庫変動の影響を除去

するため 3カ年平均した別表のような投入産担表

を得た。インドについてわれわれの表とインド政

府の末公刊の産業連関表 (1960~61年）とを比較す

ると， きわめて小さい推定誤差しか生せず，われ

われの推計方法が種々の難点を含んでいるにもか

かわらず農業の投入構造を技術的な側面からほぼ

完全につかんでいると思われる。その結果，イン

ドと同じようなモンスーン地帯に属し， 同じよう

な停滞的生産構造をもつセイロン， パキスタンに

ついてもわれわれの推計方法を適用させることも

有意義な作業と期待できよう。

以上のような方法論に基づいて得られた投入表

および分析結果はすでに本機関誌に要約収録され

ている長期成長調査室の報告書 「アジアの農業構

造と域内協力の方向」に含まれているので，詳論は

はぶくことにする。そこでは一時点の投入構造に

ついて南アジア 3カ国を比較しているだけである

が， 時系列に多くの異時点について同じような投

入表を作成し，南アジア農業の投入構造が技術的

な側面でどのように変動してきたか， また将来ど

のようになるかを予測するという 問題が今後の課

題として残されている。

異時点にわたる投入表の作成の代わりにわれわ

れは， 個々の投入要因について時系列の動きや諸

問題点をきわめて詳細に検討した。投入要因とし

て投入産出表にとりあげられた要素以外に，土地，

労働，資本設備などの要素がとりあげられてい

る。一部は要約して，上記の報告書に含まれている

が，非常に細部にわたり定性的な議論であるため，

アジア農業の技術的な特定専門家以外には興味が

ないので改めて再録はしない。ただ，われわれの

強調したかったのは， 農業開発に当たっては，一

般的な計量分析を形式的に応用させるだけでは 必

ずしも有意義な結果がえられない。農業プロパー

の専門的な知識を前提に開発に当たって各国の農

業が直面している諸問題を個々の投入要因にまで

立ち入って分析しなければ具体的な開発政策への

示唆がえられないという点であった。そのためイ
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産 品
産 名

第 26表 股業における投入産出表 （J) イン ド

出

1生産試 1価 格 1価 額
(1000M. T.) I (;レビーIkg)（100万ルピ ー）

穀 類 漿業部門 4,593.7 
小 麦 10,425 0.40 4,170 
卜 ウモ ロ コ シ

4,(5110, 8 0.32 1,318.08 種 子 6,859.46 3,709.11 
米 3(,158 232) 0.64 21,861.12 

大麦その他の雑穀 18,455 （どl/）o.37 6,828 35 飼 料 2,114 31 884.59 

根 茎 類 有機質肥料（喜門 (272,159) (36,900) 
ジ ヤ ガ イ モ 2,688 0.30 806.40 
キ ヤ ツ サ ノ< 1,889 （ジャガイモ） 566.7 非漿業部門 619 23 

0.30 364.2 (lOOOKWH) 
甘藷およびヤムイモ 1,214 (II) 0 30 ・・・ 電 力 95.95 
夕 マ ネ ギ ... 0.223 

832,921 

砂 糖 化 学 肥 料 370.06 520.42 

廿
勅庶 93,463 

．． ... 
牒 薬 (4) 2.86 

砂 糖｛り 2,967 1 13 :3,352. 71 
Jレ 4,032.5 0.56 2,258.2 

サ ビ ヌ
コーヒー，茶およびタバコ
コ ヒ 545 4 90 267 05 そ の 他 ~,50:3 
茶 333.8 5.23 1,745.77 
夕 ノミ コ 289 6 4.74 1,372.70付加価値 65,810a) 

豆 ・堅 果 > 自怪； J}足収入

塁 花 4,383 0 92 4,032.36 
1,610 0.45 724.50 

貨 金ゴ マ 355 1.19 422.45 
コ プ ラ 250.3 l 72 430.52 

地 代
な た ね 1,252 0.91 1,139.32 

ひよこ豆l 利 子レ ンズ 豆 0.39 

乾亜そ の 他豆麻の 豆 類類仁

11,265 
（ひよこ豆）

4,393.35 
減 価 餃 却

429 0 676 290.00 
マージン 444(2) 

果 実
バ ナ ナ 2,173 ... ... 
ィ チ ジ ク ... ... ... 
か ん き っ 類 (1955) (700) 0.68 476 00 

繊ジ維およュびゴーム I 

卜 902 1.67 1,506.34 
ヘ ン プ 75 6} 1.192 90.12 
亜 麻

贔 ゴ ム 25.3 3.41 81 27 
花 805 2.37 1,907.85 

硬 質 繊 維
ア ノミ 力
サ イ ザ Jレ

肉 類
(1957 ~59) 

クに水
{ 8,180 

｝ 
4,777.12 

ミ Jレ ギ 562 0.584 328.21 
牛 10,976 6,409.98 

ノミ 夕 599 7.05 4,222.95 

塁 106.4 3.03 322.39 

鸞 21. 3 7.02 149 53 
生 1.27 ... ．．． 

ま ゅ 21.15 ．．． ... 

魚 類 1,016 1,873 1,902.97 

ム食ロ 計 I226,106.121 I 78,523.51 
品工業 I I I 4,553<3) 

(1960年）

投 入

-l数 屈戸額
(10⑳M. T.) I (100万Jレヒ ー゚）

産出 I 73, 970<2) I 73.770 総 額 l226,106.72I 投入―ー総＿額 1
（注） （1）かっこ内は推定値。(2)インド産業辿関表による値。(3)産出品目には食品工業の生産が含まれていると考
えた。 (4)農薬投入額は輸入と輸出の差額。(5)米＝精米（もみ米）。
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第 27表 農業における投入産出表(l)パキスタン (1960年）

産 投

典 産 ーロIll 名

出

生産枇 1価 格 1価 額
(1000M. T.) （ルピー／kg)I (100万ルヒ°ー）

戸叔9 L 類 農業部門 1,244.06 
小 麦 3,906 0 45 1,758 
卜 ウモ ロ コ シ 483 0.38 183.54 種 子 1,494.98 895.78 
米(2) 10,562 0.69 7,287.78 

(15,532) 飼 料 568.57 348.28 

大麦その他の穀類 722 0.41 296 
非農業部門 188.32 

根 茎 類 (lOOKWH) 
ジ ヤ ガ イ モ 410 〈0.30〉 123.00 電 力 63,681 9.94 
夕 マ ネ ギ 165 〈0.223〉 36.80 

甘藷およびヤムイモ
(1959)331 （ジャガイモ） 化学肥料 94 166.08 

〈0.30〉 99 3 
農 薬

(4) (1961) 12.30 
砂 糖
廿 は 16,278 ... ... 

サービス
砂 糖 ｛精ク‘‘ 916223 }l,085 

2.20 358 60 
Jレ 1.47 1,355.34 

付加価値 18,642.75 
コーヒー，茶およびタバコ
茶 23.9 5.15 123.09 自営農収入
夕 ノ< コ 91. 9 4 23 388.74 

豆 ・堅 果 類
賃 金

嘉 花
皇
(1960) 18 (0.63) 11 34 

地 代617.7 0.49 302 67 
ゴ` マ 34.4 (0. 63) 21.67 

利 子
な た ね 315 0.63 198.45 
ひ よ ヽ 豆 633 0.44 278 52 

減価償却
レ ン ズ 豆 76 } 52.82 
貌 豆． 類 88 

0 695 61.16 
コ プ ラ ... 

(（0. 63) ） 
... 

亜 麻 仁 (1960) 12 0.63 7.56 

果 実
ブ ド ウ 18 ．．． ．．． 

か ん き っ 類 4 〈0.68〉 2.72 
ノゞ ナ ナ 967.5 ... ... 

繊維およびゴム
ジ ユ 卜 1,086.0 1.61 1,748.46 
ヘ ン プ (1959) 10. 2 （ジュート）

〈1.345〉 13.72 
綿 花 300.1 （ラミー）

2.45 735.25 

肉 類

霊
258 ．．． ... 
81 ．．． ... 

そ の 他 32.2 ．．． ... 

ミルクおよび乳｛製牛品
{2,662 

．．． ... 
ミルクヤ ギ 759 ．．． ... 

水 牛 2,920 ．．． ... 
ノミ 夕 112 660 739 2 

I 
脂 10.4 ... ．．． 

22.3 ... ．．． 

毛 9.3 4.30 39.99 

醤
．． 3.25 ... 
228 〈1.873〉 427.04 

入

9 町価額(lOOOM. T.) I (100万ルヒ ー゚）

産 1 45,331.91 i 20,075_13<3) 投入総額 1 | 
（注） （1)〈 〉イン ドにおける価格，（ ）なたねの価格。 (2)米＝精米（もみ米）。（3）食品工業の生産を一部含む。

(4)股薬投入額は輸入額を示す。

出 総 額 20,075.13 
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産

農 産 品

第 28表 燐業における投入産出表 (I)（セイロ ン） （1960年）

出

名 1生産最価 格価 額
(1000M. T.) （ルピー／kg)I (100万9レピー）

投 入

穀米(2) 類 殷業部門
579(852) 0.58 335 8 

卜 ウモ ロ コ シ 9 〈0.32〉 2.88 種 子 82.25 44 65 

大麦その他の穀類 21 (0.41) 8.61 
飼 料 1.19 0.69 

根 茎 類
キ ヤ ツ サ ノミ 235 （ジャガイモ） 非農業部門 72 5 

ガ〈0イ.3〉 70.5 
甘藷およびヤムイモ 44 （ジャ モ）〉 電 力

〈0.46 20.2 
夕 マ ネ ギ 38 0.45 17.1 化 学 肥料 60 24 66 28 

コーヒー，茶およびタバコ
農 薬 6.22 

茶 197.0 4.14 815.6 
夕 バ コ 4 〈4.74〉 19 

サービス
豆 ・堅 果花 類
落 臭 1 〈0915〉 0.92 付加価値 1,872.7 
綿 2 〈0.448〉 0 90 
ゴ マ 8 〈1.185〉 9 48 自営農収入
コ プ ラ 230.5 0 75 172.9 
乾 豆 類 2 0 7 1.4 貨 ＾ sに
繊綿生維およびゴゴム

ム 96 5 28 4 274 1 地 代

花 1 〈2.37〉 2 37 
利 こ｛＇

果 実
卜 マ 卜 6 67 1.72 11 5 減価伯却

肉 類
牛 22.5 1.79 40.3 
羊 1.5 ... ．．． 

そ の 他
ミ ）レ ク{I 88 ｝ 〈0.58〉 51.04 
ヽ

牛 30.2 17.52 

卵 9.5 〈3025〉 28.74 
コ コナッ 卜 669 ... 
乾燥ココナット 54 ... ... 

魚野II（乾燥類およ（生び塩鮮付菜） ） 

435 ．．． ．．． 

41 ｝ 〈1873〉} 88 03 6 

産 出 総 額 I 2,831.371 | 1,989.88叫投入総額 1,989.88 

I数最価額
(lOOOM. T.) I (100万ルヒ ー゚）

（注） （1) ( ）＝パキスタンにおける価格，〈 〉＝インドにおける価格。(2)米＝精米（もみ米）。（3）食品工業の生産

を一部含む。

ンド，セイロン，パキスタン， 3カ国の農業につ

いて利用可能なすべての資料を集め， 定性的な厳

論を展開したのである。

第2の段階として， 個々の投入要因と生産との

関係を明らかにする。個々の投入要因がどのよう

に生産に貢献しているのか， 特に第 1の方法で明

らかにな った遅れた農業技術の段階では生産の拡

大のためにまずどのような投入が要請されるのか
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を検討しなければならない。 ここでは単に中間供

給に限らず， その他 の要因も広く考察の対象の中

に入れた。 このような問題のアプローチとして，

工学的な生産関数の推計という方法が採用され

た。被説明変数として土地生産性（収砿）をとった

が技術改善による農業生産の拡大は基本的には土

地生産性の上昇によると考えられたからである。

説明変数には最的に計測可能なもろもろの要因を



あげ次のような stepmise-regressionで）小I別クロ

ス ・セクション分析を行なった。

y=f(x1) 

X1が有意なら残し，有意でないならばとり除

く。 X1が有意が場合には，立を加える。

y=f(x山）

係数が有意で相関度が高まれば残し， そうで

なければとり除く。四が有意である場合

y=J(x心」叩）

mについても必と同様に処置。

叩が有意でない場合mをとり除き，

y=f(x心四）

以下 X5互……同様な方法をくり返す。

相関度がもはや改善されなくなれば， 推定作

業は終わり。

上のような方法論にしたがって生産関数の推定

を試みたが， ｝I、|別のデータがえられる投入要因が

限られるのでstepmise-regressionの特長を十分と

り入れた結果をうるに至らなかった。計測結果は

重要な推定式を選出して本機関誌の要約報告書，

「アジアの農業構造と域内協力の方向」に収録し

ているのでこの問題に興味のある読者はそちらを

みられたい。計測結果から得られた農業開発のた

めの政策的示唆は次のようなものであった。技術

水準の非常に遅れた段階では， より高い生産性を

あげるためにまず灌 ・排水などの基礎的投資が必

要である。灌漑設備が普及すると， 肥料の投下が

促進されるばかりでなく， 干害，水害による損失

が大幅に防げる南アジアではこのような被害が生

産拡大を妨げている場合が多いからである。農民

の生産努力の成果が， 自然の災害によって大きく

左右されている段階では着実な発展—品種の改

良，施肥の増加 等々がすすまず，勤労意欲が

低下する。南アジアの農業開発は政府の開発計画

による大規模な灌漑事業だけでなく，農民自身の

小規模灌漑事業への援助（資金技術両面で）を通じ

て促進されるべきである。それとともに，必要条

件の整備された実験場での数々の実験結果から明

らかなように， 品種の改良と肥料の投下とを同時

に並行させることが望ましい。その他の投入要因

もそれぞれ重要であるが， 基本的には灌漑施設の

普及とそれに伴う肥料投下の促進， 改良品種の導

入が農業開発のキイ ・ポイントとなっている。

われわれの外l別クロス ・セクションの生産関数

は資料の整備とともにより多くの変数を追加する

ことにより， さらに発展させられよう。ここでは

個々の係数の大きさを論じる余裕がないが， 技術

の導入によってそれがどのように変化し， 生産寄

与効果が変わっていくかは， 今後果たすべき重要

な研究テーマである。そして， 生産関数分析を通

じて費用（曲線）を推計するならば，投資資金の側

面からも農業開発計画への示唆が得られるであろ

う。

第3の段階として， 農業の生産構造を他の部門

との関連で明らかにする。第 1, 2段階では農業

部門の中に焦点が限られていたが， 1国全体の統

ー的な開発計画という視点からみれば， 農業部門

とその他の部門との調整が重要な問題になる。 し

たがって， 現在の農業の生産構造が他部門の生産

構造とどのようなメカニズムで関連しあっている

のかを明らかにしなければならない。農業部門の

発展がどのような経路で他のどの部門の発展にど

の程度影響を与えているのか， また逆に農業部門

の発展の遅れが他の部門の発展にとってどのよう

なボトルネックになっているのかが重要な研究課

題である。 また，農業と非農業との間は単に生産

の連関効果を通じて直接結びついているだけでな

く，両部門で発生する最終需要の流れ，両部門間
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の資金移動によっても密接に関連している。 この

ように問題は多岐にわたり， 重要であるが，非常

にむずかしい問題である。いわゆるヌルクセの均

斉成長をめぐる論争でもみられるように理論的に

も解明しなければならない点が残されている。今

回のわれわれの研究では， その研究の必要性を認

めながらも， 産業連関表による生産面の連関効果

の検討以外はとりあげられなかった。

以上，今回， 行なった研究の産出 • 投入分析に

関する問題提起と方法論とを簡単にまとめた。研

究結果は台湾のケースも含めて主要点につき「ア

ジアの農業構造と域内協力の方向」に収録されて

いるので本稿では省略する。以下残された問題の

その後の研究結果を簡単にまとめてみよう。まだ

十分な検討のための時間的余裕がないのでいずれ

時機を得て， 本研究の全面的なアフターケアーを

行なう予定である。

2. インドの FarmManagement Surveyの計測

結果

われわれの計測作業を補うものとして， インド

の6朴lにわたる Studiesin Economics of Farm 

Management（以下FMSと略称）の計測があげら

れる。これは，主要 6少卜1の詳細な家計調査データ

に基づく計測で）小lによって結果がそれぞれ異なる

けれども一般的特徴をみるためにここで整理して

みよう。

切投入構造

われわれの第 1段階の作業に対応する計測とし

て，各州別の投入構造をみよう。 FMSの調査方

法として Cost Accounting Method, Survey 

Methodとの二とおりがあり， 必ずしも同一の結

果がえられないが， 双方の結果を考慮して議論を

進める。

FMSは投入構造を調査するのにまず農家の資
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産構成を明らかにする。農家一戸当たりの資産は

たとえばマドラスでは 8169)レヒ ー゚，ボンベイでは

約7000)レピ ー，西ベンガルでは 1165ルピ ーと少11に

よって相当大きな格差がみられる。これは， 主要

な資産である土地の所有面積が大きく異なってい

るからである。 他方， 1エーカー当たりの資産は，

マドラスでは 1033ルヒ°ー， マデイヤ ・プラデッシ

ュ220)レヒ゜ー，パンジャブでは約820)レヒ ー゚であ

る。以上の結果，マドラス，パンジャブ少11はイ ン

ドでは比較的資産が豊かであるのに対し， その他

の少卜1では資産が非常に乏しいと考えられる。

次に資産内容をみると， 圧倒的に土地資産の構

成比が大きい。各種資産の比較的豊かなマドラス，

パンジャブでも約70%，マディヤ ・プラデッシュ，

U. P.では約80％にも達している。 インド全体と

して農民の所得水準が低いため， 資産は生活を支

えるのに最も必須な土地という形にな ってあらわ

れるが， 資産の乏しい地方になるほど，土地に対

する依存が強いという傾向がうかがえる。 日本の

ような農業の近代化，機械化が進んだケースと比

較すると特に著しい対照を示している。土地以外

の資産として家屋，農機具，家畜があるが，各少11に

よってその構成内容が異なる。今，農業技術の発

展度を示す一つの指標として農機具についてみよ

う。 マドラスは， 1エーカー当たり 18ルピ ー，マ

デイヤ ・プラデッ シュは 13)レピー，パンジャブは

25)レピ ーとな っている。ところが構成比でみると，

マドラス 2%， パンジャブでも 3％にすぎない。

その他の少liでもほぼ同じような低い構成比を示し

ている。いかに農家の機械化が遅れているかわか

るであろう。

機械に代わって重要 な働き手である家畜は（酪

農用と合計すると），マドラスでは 1エーカー当たり

74)レヒ゜ー，パンジャブは 80~90)レピ ー，それに対し



マディヤ・プラデッシュではわずか 23Jレヒ ー゚にす

ぎない。農機具でも役畜でも同じような地域別格

差がみられるが， 全般的に農業生産の停滞がこの

ような乏しい資本形成にも求められよう。 一般に

家畜の構成比は家屋と並んで約 10％前後（西ベン

ガルはわずか5%)であり， 貧しい農家にと って貴

重な動産と考えられる。

代表的な州について農業の資産状況をみた。だ

が， このような貧しさは投入構造に反映されてい

るとともに， 逆に投入構造から規定されていると

も言える。次に投入構造を比較してみよう。

投入の大きさは，農家当たりと 1エーカー当た

りとでは若干朴I別に事情が異なっている。農家当

たりでみると， バンジャブ少卜1の投入が2660ルヒ 一゚

で最も高いのに対し，西ベンガルは約400ルヒ ー゚前

後と大きな格差がみられる。 1エーカー当たりで

みると，バンジャブが160ルヒ ー゚前後，西ベンガル

は180;レピ ー前後 (CostAccounting Method)ないし

200;レピ ー前後 (SurveySample)とより多くの投入

がなされている。 1エーカー当たりの投入量が非

常に小さいのは， ボンベイとマディヤ ・プラデッ

シュで60ルヒ゜ー前後にすぎない。後述するように

地代支払いの大小によ って必ずしも発展の格差が

投入の大小に影響を与えているわけでない。 さら

に農家経営にまで立ち入ってみると，バンジャブ

は最も小さな利益（ないし，損失）を示しているの

に， U.P.やマディヤ ・プラデッシュでは，それ

よりはるかに大きな利潤をあげている。詳細にみ

れば， CostAccounting Methodと SurveyMe-

thodとでは異なった結果がえられ，また農家当た

りとエーカー当たりとでは様相も異なるが， いず

れにせよ， 農家経営という観点からは必ずしも発

展度が正しく経営内容に反映されていない。 この

ことの意味は重要である。すなわち，新しい農業

技術を導入しても，現在の停滞的南アジァ農業で

は直ちにより大きな収益をもたらしているわけで

ない。その結果， 農民の技術改善のための投資意

欲が低下する。 これは農業発展にとって重大なボ

トルネ ックになる。 また資金的にみても農業への

投資は直ちにより高い収益と結びつかないため資

金の回収に困難が生じる。 このような状況のもと

で，農業開発には農業協同組合などを通じて政府

の資金援助が是非とも必要な前提条件になる。個

々の農家の努力だけでなく， 政府も農業技術指導

と並行した資金援助によ って農業開発を進めてい

くべきである。

さて投入構造についてわれわれの計測結果を補

なっておこう。 まず農業部門からの主要投入はイ

ンド全体では 5％であるがFMSによれば5~10% 

である（マドラスやパンジャブの比較的発展した地域

ではちょうど5%）。また，非農業部門からの主要投

入である肥料はわれわれの推計では化学肥料に限

られているため 1％以下であるが， FMSでは，マ

ドラス (10％前後）を除くと，肥料全体で4％前後

の水準にある。いずれにしても， 台湾の化学肥料

投入9.8%に比較して非常に低い水準にあると言

えるであろう 。

われわれの計測では付加価値部分が非常に大き

かったが， その内容は明らかにされていない。

FMSによれば， 労働投入の比率は， 比較的進ん

だ地域で20％前後，ボンベイ，マディヤ ・プラデ

ッシュ，西ベンガルなどでは30％以上，特に西ベ

ンガルは投入のほぼ半分が労働である。農業技術

の遅れが労働に依存した生産技術としてあらわれ

ている。また労働だけでなく役畜への投入も大き

い。小卜1によ ってかなり格差があるが平均20~25%

の水準にも達している。特にu.p．では 40％をこ

えており，逆に西ベンガルでは10％にもみたない。
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第 29表 インド農業における要素投入比率 (1エーカー当たり％）

I労働 1役畜種子 1肥料 1地代所有地の牒機具I配麟代減価麒l1淵漑 I利子 1土地収入
マ ド ラ ス
C A M 19 8 24.5 5.6 9.4 26.9 2.9 7 9 1.5 
s M 20.2 28.5 3.8 13 2 20.7 5.9 5 8 0.9 

パンジャ ブ
C A M 26.1 22 4 5.0 2.2 35.8 2.7 2 9 0 6 0.7 
s M 25.4 27.5 5.5 1.8 31.2 2 2 2 :1 l 5 1.0 

西ベンガル(Hooghly)
C A M 48 9 4.3 8.7 5.4 11.9 3.8 0 1 0 3 7.2 
s M 46.4 7.8 11.0 8.0 8.9 l 6 0.1 0 l 2.9 

マディヤ ・ 32.8 18.9 4 4 3.5 8 6 23.4 2 ] 1.4 
プラデッシュ

（地可代能支余払剰）
ボンベイ（ナジク）
C A M 36.4 21.2 9.9 3.7 3.0 11.5 5.0 3 4 1.2 
s M 30.8 25.5 9.7 5.9 3.7 10.6 5.5 4.0 1.8 

ウッタル ・プラデッシュ
C A M 27.2 41.6 8.4 4.1 5.0 5.5 4.5 3.7 
s M 24.2 44.4 8.0 3.8 5.0 5.8 4.4 4.0 

（注） CAM......Cost Accounting Method 

SM.…..Survey Method 

（出所） Studies in Economics of Farm Management. 

第 30表 インド股業におけ る 生産関数推定式

生 産 関 数

U. P. 
log Y=0.2197 log X沖 0.2953logふ＋0.2481log X，十0.2058log X叶 log14.06 R=O 934G 
(0.0610) (0.0823) (0.0604) (0.0838) 
Y:生産 X丘作付け面積 x,:人カ・畜カ・労働， XI：種子，堆肥および灌漑代用，ふ： ｝農機具

マ トフス
ャー log Y=0.4521 log X,+0.2818 log X叶 0.0265logふ ＋0.1430logふ＋0.0225log X,+log 

(0. 1188) (0.1156) (0.1001) (0.1545) (0. 0584) 
45.26 R=0.473 
ふ：労働力，ふ：畜力，ふ：種子，ふ：堆肥

パンジャフ
、 logY=0.27 log X9+0.30 logふ＋0.10logXけ 0.35log X,0+0.04 log X11 R=0.848 

(0. 08) (0.11) (0.10) (0. 10) (0. 04) 
x,：非灌概面籾＋（l.67x泄漑面租）， x,。：種子，堆肥，肥料 ・股機具，利子支払い等の支出，
X11:灌漑支出

U. P. 甘燕log Y=0.3664 log X,+0.6890 log X叶 0.2988log X3-0.2736 log X,+log 3.889 R=0.7714 
(0.1482) (0.1897) (0.1284) (0.1399) 

U. P. 灌漑された小麦log Y =0. 5036 log X叶 0.2605 logふ＋0.5355log X叶 0.16618logふ＋log116.0 R=0.9073 
(0. 1459) (0.1511) (0.1244) (0. 0855) 

X12：種子および堆肥

（出所） 原資料は Studiesin Economics of Farm Management. 

いずれにせよ人間の労働力と役畜の労働力とで全

投入の約50％を占めていることは，農業への資本

（機械の他に肥料などの流通資本）投下の遅れをよく

あらわしている。

特に注目すべきことは地代である。バンジャブ

では全投入の 30~35%，マドラスでも25％内外と

きわだって大きい比重を占めている。すでに述べ

たようにパンジャブは比較的発展し，資産状況が
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よいにもかかわらず農家の経営が非常に収益性の

低いことに特徴があった。農家の経営を困難にさ

せている最も大きな原因の一つとして高い地代の

支払いがあげられる。 もし地代が低ければ十分利

益のある投資も， 主要生産手段である士地の地代

の支払いのため収益が極端に抑えられる。かくし

て， われわれは政府による資金而の援助を強調し

たが，さらにこの方而で制炭的改革が必要である。

U. P.，マディヤ ・プラデッシュは実際の地代支

払いがパンジャブに比較してはるかに小さく，そ

の結果， 低い生産性でもより大きな利益をあげら

れるのである。

（口）生産関数

われわれの計測には、）小l別のデータを用いたが，

FMSでは数多くの標本調査に基づいて生産関数

を計測している。簡単にまとめてみよう。バンジ

ャブ，マドラス， U.P. 各朴l の生産関数では， —-1-

地，労働および役畜，種子および堆肥および灌漑，

農機具の四つの説明変数を用いている労働の弾力

性が一般に 0.3前後であるが， 筆者が推計したエ

業部門での労働の弾力性に比較すると 約半分にす

ぎない。いわゆる偽装失業として農業部門に多く

の労働者が吸収されている結果， 労働投入の生産

拡大効果は工業部門よりはるかに小さくなってい

る。労働投入の生産弾力性が低いことは南アジア

農業技術の遅れからくるのであろう。その意味で

灌漑投資や施肥， 改良品種の導入などのフィジカ

ルな投入をベースとした基本的な改革が必要であ

るというわれわれの結論が改めて強調されなけれ

ばならない。

商品別の生産関数では有意な説明変数が異なり

その一般化が困難である。労働および役畜は廿蕪

生産では 1％有意水準で有意であり， かつ弾力性

は0.69と工業部門と同じようにかなり大きいのに

対し，灌漑された小麦の生産においては 1％有意

水準では有意性が失われている。

以上の簡単な説明からも， 一般に農業の機械化

が遅れており， 東た米，小麦では労働も限界生産

力が極度に低くなってし‘ることが 明らかになる。

以に FMSの1罪細な研究を要約しての資料に

某づいて行な ったわれわれの計測結果の補いとし

たが， 両者の結呆から南ア ジア農業生産構造の種

々の基本的な特徴が浮かびあがってきたと思われ

る。

3. 南アジアにおける農業部門と他部門との

関係

産業連関表によって農業部門と他部門との連関

効果が明らかにされる。以下では通常の分析と異

なり一つの実験を行な ってみよう。インドについ

ての実験結果は必ずしも意味がないので， ここで

は台液の産業連関表の分析を参考にしていく。 な

ぜかと言えば台湾のように両部門が密接に関連し

て順調に発展している場合に，以下のような方法

論が意味をもつからである。実際，「アジアの農業

構造と域内協力の方向」で明らかにされているよ

うに非農業部門から， 農業部門への投入は発展の

遅れているインドでは台湾に比較して非常に小さ

く，したがって， 農業部門と非農業部門との関係

がある場合での発展パターンと， それがない場合

の発展パターンとを比較するには， 台湾の産業連

関表によるほうが適切であろう。

さて， 両部門で生産過程での連関効果がまった

くなければ，

A=［此岱］
の投入係数表で A21 および A 12がゼロになる。

A'=[~'~式］
インドの場合は非農業部門からの投入が非常に
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小さく， 非農業部門への投入が台湾と同じように

大きいので A21のみゼロになる。

A”=［心 A12]
0 A22 

今回の計測は一応このケースを省略し， 両部門

がまったく分離した場合と， 連関している場合と

を比較する。 なお他部門からの投入が輸入によ っ

て代替されているか， 技術そのものが変わって他

部門からの投入をま ったく必要としないと考える

かによってAとA'におけるAllA2~ が異な っ てく

る。前者の場合は， A11A22がともにA'llA'22に

等しくなる。そのため直接的輸入がそれぞれA21,

A12だけ異なる。両部門関係が失われたときの輸

入誘発係数μは

μ1 =［伯塁」
I _M叶 AとI..I_M叶 A12
μ戸
X1 

!..l 2= 
X2 

ただし Xは生産， M は輸入

後者の場合， 投入係数が次のように変化する。

A'11 = AぃXI
X-An X, 

兄＝
Ml 

xl-A21 x1 

A'22= ふふ
X2-A12ふ

／ら＝
M2 

X2-A1~ X2 

以下の実験では前者の場合のみを扱った。

さて， 両部門に連関効果のある場合とない場合

とで，一定の最終需要 (Y)が与えられたとき生産

および輸入はどのように異なってくるのであろう

か。その差は次のように示される。

LlX= { (J-A')-1-(I-A)→｝Y 

』M=｛討(I-A'）―1y―介(J-A)-1Y}

輸入の増加分はさらに次のように分けられる。

』M=μ{(J-A')-1-(/-A)-1} Y+ (j1'-M (/-

A')-1Y 

ここで第 1項は投入係数の差による輸入増加分

第2項は直接的輸入の増加による輸入増加分と考
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えられる。

台湾の産業連関表で最終需要が各部門とも 2倍

に増加したとき， JXおよび』M は次の表のよう

になる。ただし， 肥料の最終需要は原表ではマイ

ナスであるが， ここではゼロとして計測した。こ

の表から明らかになる諸点は次のとおり である。

農業部門と非農業部門との連関効果がま った＜

ない二重経済では， 一定の最終需要によ って誘発

される生産額はかなり小さくなる。 連関的発展の

場合の約5分の 4にしか至らない。 これは明らか

に輸入に向かう需要が乗数フ ロ゚セスでリーケイジ

(leakage)になるからである。

産業別にみると， 二部門間の連関効果の欠如に

よって農業部門の生産がいずれも大きく減少する

のに非農業部門では化学肥料と鉱業以外はいずれ

も生産が拡大する。一定の最終需要の成長に対し

鉱業・農業部門の成長が鈍化し， 工業部門の成長

が加速化されている。その結果， 両部門の格差が

ますます大きくなるであろう。相互需要の連関効

果だけに注目すれば， 工業部門は農業部門と切り

離されているほうがより早く発展するのである。

連関的発展では農業部門が連関効果によ って工業

の成長の一種の重荷になっていることが明らかに

なる。しかしながら，非連関的発展の結果，総誘

発輸入は 2倍近くにも達する。特に輸入係数の変

化によ ってきわめて大きな輸入が必要になってく

る。ただ興味深いのは， 投入係数の変化だけでは

誘発輸入がやや減少する。ただし， それはおもに

農業と鉱業，化学肥料によるものであ って，生産

の拡大した工業部門では誘発輸入が相当大きい。

製造業では輸入係数の変化による誘発輸入の 9倍

近くの輸入が農業との連関効果を失なう ことによ

って誘発されている。

以上より， 国際収支問題の観点からみれば，農



第 31表

(1) 

最終 ',1，・；要

インド経済の二重枯造廂業連関分析計測結果

(~) I (3) I (4) I (5) 

輸人係数 輸人係数 ／1．．産(I-A)-,y 生部I-A’)＿＇Y
/I I /1 

0.0304 
0.1915 
0.0833 
0. :3326 
〇．:3353
0.0198 

0.0259 
0.0000 
0.2043 
0.0079 
0.0869 
0.0000 

j 災荘学加 J・業料［ 27,382 
2 化! 肥 ゜3. 8,706 
4 造 19,902 
5 4:l6 
6. サービス 91,702 

7. 米 20,194 
8. 1 l― 煎 198 

9. その他傑作物＇ 10,106 

10 , 誓畜 9,968 
11. 産 1,484 
12. 4,390 

0 3358 :l4,060 16 44 34,255 13.39 
0 1915 4,968 2 40 9 0.00 
0 2774 9,926 4 79 12,876 5 0:1 
0 3482 23,70l ll 44 40,582 15.86 
0 335:~ 26,797 12.9:l 5,443 2.13 
0 0198 10,139 4.89 110,543 43.21 

0 1792 33,688 16 26 21,130 8.26 
0 2349 5,487 2.65 227 0.09 
0.3668 17,259 8 33 14,146 5.52 
0.4039 11,655 5.63 11,626 4.54 
0 1749 12,130 5 85 226 0.08 
0.3264 17,299 8.35 4,749 1.85 
-------

1

吝
＂

194,468 

．＝ 
(6) 

差額
(5)-(4) 

1 3180J 3 1941 | :55,8叫四°--| 207,109l100 
(8) I (0) I otl(11) 

輸入係数変 投入係数変
総輸入 総輸入 狡 額化による誘化による誘
l9(I-A)_::IY μ1(I-A’)―'YI_ (s)-(7) 発輸入 発輸入

(7) 

業料維業業業煎物産業業
乍
ェ巳スー"H“ 
産股
也
加造ビ
,1 

の
産学一

農化繊製鉱サ米廿そ畜林漁

•••••• 
L23456789012 lll 

+195 1,035 
408 Jl,50i2 , -4,959 951 3 74 

+2,950 826 3 25 3,5 
+16,881 7,882 :11.07 J 4,J 
-2],354 8,985 %.41 1,825 
+100,404 J99 0 78 2,J88 

-12,558 872 3.43 3,786 
-5,260 53 
-3,JJ 3 3, 526 13.90 5,188 
-29 37 0 14 4,695 

-11,904 l,054 4.15 40 
-12,550 1,550 
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-
3
6
1
1
7
6
5
1
8
0
1
0
6
9
6
7
0
8
8
5
 

••

••••

•
••• 

3
7
9
3
4
7
0
0
9
0
1
 

2

2

l
 

I,1 _ | -48,703 | 25,422|100 | 48,530|loo | 

10,467 ]0,46l +6 
-949 

゜
-950 

2,745 2,'135 +246 
6,248 6:1:-l +5,615 
-7, l6(） （） -7,160 
1,989 

゜
+J,988 

2,914 '.l,2:l9 -325 
53 53 

゜1,662 2,299 -636 
4,658 4,ti04 

゜-1,014 20 -1,034 
1,550 1,550 

゜23,108 25,358 -2,250 

業部門と非農業部門との連閲を保たせながら発殷

をはかるほうが望ましいという結論が得られる。

しかしこの結論はまだ暫定的なものであり， 今

後さらに前述したその他のケースについても同じ

ような分析が必要である。さらに， 最終財，特に

投資の部門間の流れを考慮したモデル分析， 最終

需要の成長率そのものの部門間の格差がどう変化

するかを考慮したモデル分析に発展させなければ

ならない。

むすび――—本研究の政策的意義

アジア食糧不足国の主体をなす南アジア諸国の

栄簑水準 (l人l1:1当たり）は 1止界の先進諸国より

はもちろん，他の低開発諸国に比べても低い。将

来この栄養水準をカロリーと栄養構成のいずれに

おいても大幅に改善する必要がある。しかし農・畜

産物需給予測によると将来の南アジア諸国の主要

食料需給バランスはごく一部の品目以外は大量の

不足を生ずる可能性が強く，現在の栄養構成にお

けるカロリー水準の維持さえもかなりむずかしい

と思われる。保健上必要な栄養構成と水準の目標

値では，栄養構成における従来の穀類（含水炭素）

中心主義を改善し動植物性蛋白源摂取比率の向上

を伴うために， 主要穀類の需給バランスの而は若

千緩和されるが他而動物性食料品と豆類などの植

物性班白源の必要1一止は膨人．と なり ，現在の生産力
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ではとうていこの目標値の達成は不可能となる。

しかし， もし実験農場における技術その他の農業

投入により部分的に達成された収量水準が全国的

、 に普及すれば， これによる主要食料の生産可能刊：．

は， 栄養水準目標値を十分に達成し，さらに輸出

余剰をもつ場合も生ずる。

この実験農場と同じ収贔水準を仝国的に普及さ

せるためには長期的にみて次のようなフィ ジカル

な面の農業投入が最も重要である。すなわち，ま

ず灌漑 ・排水施設（安定した水の供給源）の普及を可

能にする基礎的投資を行なうことである。南アジ

アでは施肥よりもまず「安定した水の供給」のほ

うが必要である。 「安定した水の供給」の次に必

要なものは施肥である。改良種子，改良農機具の

普及なども並行する必要がある。 このようにして

農業の技術革新を達成しなくてはならない。

南ア ジア諸国では農業の雇用の生産弾力性が非

常に低いので， 多くの偽装的失業が存在している

と判断される。既存の耕地では労働の限界生産力

が極度に低いのでその質的改蒋がないがぎり， 労

働の追加投入 による収量の引上げは期待しがた

い。 また偽装的失業を農業生産に寄J]・させるため

には， 純耕地の拡大とともに，マルティフ゜）レ ・ク

ロッヒ゜ングによる延べ耕地の拡大が必要であり，

このためにもフィジカルな投入要因の重要性が指

摘されよう。

南アジアの農業経営を収支面からみた場合， 農

民の地代負担の大きいことが目だつが， これに対

しては， 制度改革による地代の合理化とともに適

切な農業金融の強化普及が要請される。

国際収支の制約がとくに大きい南アジア諸国の

農業発展をインドについてみると，農業部門の開

発をその他部門の開発と密接に関連させて進める

ことが，輸入需要を最小限におさえながら開発計
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画を進める方法である。つまり農業部門の生産物

を他部門の発展に役だて， 他部門の生産物を農業

部門の発展に役だっょう連関させることが望まし

く， 農業と工業を別個に分離した経済開発の進め

方は同際収支面の赤字を増大せしめることになろ

う。以いこ述べたようなフィジカルな投入に力点

をおいた農業開発方策の示唆に対して， 南ア ジア

諸国の特殊事情に焔づく 各種の実例を根拠とした

反論があるかもしれない。たとえば農民の無知と

制度的不合理性によ る増産意欲の欠陥，灌漑施設・

肥料の利用度の低さ， 施肥技術知識の欠如による

作物の倒伏などがそれである。 これらはいずれも

アジア低開発諸国に共通した開発投資効果の減

殺漏減（ロス）をもたらす要因であることについ

ては異存はない。 しかしこれらの根強い阻害要因

による投資効果の漏減にもかかわらず， マクロ的

にはフィジカルな農業投入が生産性向上に大きな

プラスの効果をもたらしていることが具体的に実

証しうるのであり， この種の投入は，南アジア農

業の停滞と貧困の悪循環を打破する起動力となる

ものであると考えられる。

本研究でも示したように， たとえばインドの在

来種作物に対する肥料の適正投入量が実験により

発見され，多くの実験農場の全国平均値でみると，

約1.8倍の収量を達成している。 この効果は今後

品種改良によりさらに向上するであろう。 したが

って農業投入効果を減殺する制度的要因を除去す

べき必要性は疑いをいれないが， フィジカルな農

業開発投資の緊急性を否定する理由とはならな

い。しかも制度的欠陥によって生ずると考えられ

る農業投入の漏減論も， それがいかなる要因によ

りどれだけの漏減が生ずるものかをできるだけ具

体的に実証しないかぎり，単なる抽象論に終わり，

効果的な具体策を練るためにはまった＜役だたな



い。制度的問題を具体的に分析することはまだ入

手しうるデータの不足により困難だが，

解明が可能とな ってこよう。

漸次この

不幸にして現在みら

れるような制度改革の不成功がフィジカルな投入

効果を減殺してしまうことがあ っても， アジア低

開発諸国における制度的改革や労働の質的改善な

どは非常に長期的な努力の継続を要するもので短

効率が制度改革の進展に伴い漸次向上することを

期待しながら積極的に必要なフィジカルな投入を

行なうように努力すべきであろう。 しかしこのた

めには国別の自助努力だけでは不十分で， 国際協

力による技術・資本の援助が不可欠であり，

アにおける唯一の先進工業国である日本からの技

アジ

期間にはその達成を期待しにくい。 したがって当

分の間は開発投資の漏減は覚悟の上で， その投資

術・資本援助が強く要請されよう。

（長期成長調査室専門調査員）

（中央大学経済学部助手）
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